
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

目  次 

第１章 計画の基本的事項 

１．計画策定の背景 

２．計画の目的 

３．計画の役割 

４．計画期間 

５．計画の対象範囲 

 

第２章 基本目標 

１．めざす環境の姿 

２．環境目標 

３．各主体の役割 

４．ＳＤＧｓへの対応 

 

第３章 第２次糸島市環境基本計画(前期計画)の成果 

１．計画指標事業の進捗状況 

２．直近の市民満足度調査の結果 

 

第４章 施策の推進 

１．施策の体系 

２．目標別の施策展開 

 

【目標１：ゼロカーボンシティをめざす】 

◆第２次糸島市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

施策１ 市民・事業者への啓発活動・行動変容促進 

施策２ 再エネ設備・省エネ設備の普及推進 

施策３ モビリティの低炭素化 

施策４ 緑化によるCO２吸収と気候変動への適応 

◆糸島市ゼロカーボンシティ宣言 

◆第２次糸島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

施策５ 公共施設における再生可能エネルギー利用の推進 

施策６ 公共施設における省エネルギーの徹底 

施策７ 公用車の電動化 

施策８ 廃棄物対策の取組(3R＋Renewableの積極的な推進) 

 

 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

 

 

１ 

１ 

１ 

３ 

３ 

 

 

５ 

６ 

７ 

８ 

 

 

９ 

11 

 

 

13 

15 

 

15 

23 

31 

33 

36 

37 

40 

41 

48 

49 

50 

50 

 

 



 

【目標２：豊かな自然と恵みを未来へつなぐ】 

◆糸島市生物多様性戦略 

施策１ 生物多様性への理解促進と行動変容 

施策２ 豊かな自然環境の保全と再生 

資料  糸島市の希少生物（福岡県レッドデータブック2024） 

 

【目標３：快適で住みやすい生活環境をつくる】 

施策１ 地域美化の推進 

施策２ 生活環境の保全 

施策３ 循環型社会の形成 

 

【目標４：協働で環境づくりに取り組む】 

施策１ 環境の意識の向上 

施策２ 協働の仕組みづくり 

 

第５章 計画の推進と進行管理 

１．推進体制 

２．進行管理 

 

資料編 

糸島市環境審議会委員名簿 

糸島市環境審議会の開催経緯 

パブリックコメント実施結果 

 

別冊 

糸島市の環境の現状 

用語解説 

 

 

 

 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

 

51 

51 

57 

61 

66 

 

77 

78 

80 

83 

 

87 

88 

90 

 

 

91 

92 

 

 

93 

94 

94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 

 

１．計画策定の背景 
 

わたしたちの住む糸島市は、美しい自然や貴重な歴史・文化、多様な産業等、魅力ある地域資源

を有しています。近年は、その豊かな自然や農林水産物を中心とする「ブランド糸島」が脚光を浴び

ることが増え、多くの観光客が訪れるようになりました。また、移住・定住促進に重点的に取り組んだこ

とで、多くの自治体で人口が減少に転じている状況の中、人口を維持・微増で推移できています。そ

の一方で、急速に進む地球温暖化や里山の荒廃、外来種の生息域拡大、都市化の進行に伴う動

植物の減少やエネルギー問題の顕在化等、市の環境を取り巻く状況が変化しています。 

市では、2011(平成23)年３月に第１次糸島市環境基本計画を策定し、さまざまな環境の取組を進

めてきました。10年の計画期間が経過した2021（令和３）年４月に第２次糸島市環境基本計画へ移行

しましたが、第２次計画では、従来の計画に加え「地球温暖化対策推進法」に基づく『第２次糸島市

地球温暖化対策実行計画』、「生物多様性基本法」に基づく『糸島市生物多様性戦略』を編入する

形で策定し、取組を実施してきました。 

さらに、地球温暖化対策の国際的な枠組であるパリ協定に基づき、国が2050年までのカーボンニ

ュートラル（温室効果ガス排出量の実質ゼロ）の実現をめざすことを宣言したことを踏まえ、2023(令和

5)年度に、本計画の目標１として位置付ける「第２次糸島市地球温暖化対策実行計画・区域施策編

(市域における温室効果ガス削減計画)」を、2024(令和６)年度に「同実行計画・事務事業編(市の事

務事業における温室効果ガス削減計画)」の目標や施策等を改定しました。 

これらの経過を踏まえ、前期計画の中間見直しを反映させた第２次糸島市環境基本計画（後期計

画）を策定するものです。 

 

２．計画の目的 

 

本計画は、国や福岡県の環境基本計画を基にして、市の環境の特性を踏まえたうえで、めざす環

境の姿及び基本方針を示すとともに、これを実現するための目標、施策、計画の総合的・横断的な

推進、進行管理のあり方等を示すことを目的に策定するものです。 
 

３．計画の役割 

 

  本計画は、国や福岡県の環境基本計画や環境法令を踏まえ、市の関連計画との整合を図りつ

つ、糸島市環境基本条例第３条に掲げられた基本理念の実現に向けて中核的な役割を担うものと

して、同条例第４条の規定に基づき策定するものです。 

また、本計画は、総合的かつ長期的な視点から、市の環境の保全等に関する施策の調整を行い、

実施段階における環境配慮を行うための根拠となるものであると同時に、各主体が協働しながら、

行動していくための指針となるものです。 
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環境基本計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合

  施策①豊かな自然環境の保全

整合

その他の分野別計画

●国土利用計画
●都市計画マスタープラン
●農力を育む基本計画
●森林整備計画
●バイオマス活用推進計画
●下水道整備計画
●地域防災計画
●地域公共交通計画

　　　　　　　　　　など

糸島市環境基本条例

環境分野の計画

第２次糸島市環境基本計画(後期計画)
(第２次糸島市地球温暖化対策実行計画)

(第２次糸島市生物多様性戦略)

  施策②脱炭素社会と循環型社会の形成

　【気候変動適応計画】 　福岡県食品ロス削減推進計画

●生物多様性基本法

　【生物多様性国家戦略】

連
携

糸 島 市

第２次糸島市長期総合計画(後期計画)

基本目標6 快適で住みよいまちづくり

 政策(5)環境の保全

●地球温暖化対策の推進に関する法律 　福岡県地球温暖化対策実行計画

　【地球温暖化対策計画】 　福岡県生物多様性戦略

●気候変動適応法 　福岡県廃棄物処理計画

国 福 岡 県

●環境基本法 ●福岡県環境保全に関する条例

　【環境基本計画】 【福岡県環境総合基本計画】
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４．計画期間 

 

本計画の期間は、2021（令和３）年度から2030（令和12）年度までの10年間としますが、2021（令和

３）年度から2025（令和７）年度までを前期、2026（令和８）年度から2030（令和12）年度までを後期とし

ます。 

本計画の後期計画におけるさまざまな取組の目標は、2025(令和７)年度に実施した前期計画の点

検・評価の内容を踏まえ、第２次糸島市長期総合計画(後期計画)や他の計画との整合を図ったうえ

で設定します。また、数値目標の進捗状況を１年ごとに点検・評価を行い、それに基づいて各年度の

取組を進めていきます。 

 

５．計画の対象範囲 

 

本計画の対象とする環境は、市を取り巻くすべてのものであり、市民生活を支える生活基盤で、時

間的・空間的広がりを持つものです。環境の要素は、有形・無形を問わず、お互いに結びついており、

社会とも相互に影響しあっています。 

そこで本計画では、地球環境、自然環境、生活環境の３つの分野を対象とします。 

また、市全域を計画対象地域としますが、市だけで解決できない広域的な問題は、周辺自治体や

国・福岡県と連携、協力して取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本計画の対象範囲 

対象とする環境の範囲 主な内容 

地球環境 地球温暖化対策(カーボンニュートラル)、気候変動対策 

自然環境 海岸、森林、水辺、農地、里山、生物多様性等 

生活環境 不法投棄、大気、騒音、振動、悪臭、循環型社会等 

協働の環境保全 環境サポーター、環境保全活動、環境情報等 

 

 

 

協働の環境保全 

地球環境 

生活環境 自然環境 
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○糸島市環境基本条例（条例第 113 号）                  平成２２年１月１日制定 

(目的) 

第１条 この条例は、環境に関する基本理念を定め、市、事業者及び市民の責務を明らかにするとともに、環境に関

する施策を総合的に推進することにより、市民生活における良好な環境の確保を図り、もって市民福祉の増進に寄

与することを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において「良好な環境」とは、市民が健康で文化的かつ快適な生活を営むことができる生活環境及

び自然環境をいう。 

２ この条例において「環境への負荷」とは、人の活動により環境に加えられる影響であって、良好な環境の確保の支

障の原因となるおそれのあるものをいう。 

(基本理念) 

第３条 良好な環境の確保は、環境を健全で恵み豊かなものとして維持することが市民の健康で文化的かつ快適な

生活に欠くことのできないものであること及び生態系が微妙な均衡を保つことによって成り立っており人類の存続の

基盤である限りある環境が、人間の活動による環境への負荷によって損なわれるおそれが生じていることにかんが

み、現在及び将来の世代の市民が健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受するとともに人類の存続の基盤である環

境が将来にわたって維持されるように適切に行われなければならない。 

(市の責務) 

第４条 市は、前条に定める良好な環境の確保についての基本理念にのっとり、良好な環境の確保に関する基本的

かつ総合的計画を策定しなければならない。 

２ 市は、良好な環境の確保に関する市民の意識の啓発に努めなければならない。 

(事業者の責務) 

第５条 事業者は、その事業活動によって良好な環境を侵害しないよう自己の責任と負担において、必要な措置を講

じるとともに、市の実施する施策に協力しなければならない。 

２ 事業者は、法令等に違反しない場合においても、良好な環境を確保するため、最大の努力をしなければならな

い。 

(市民の責務) 

第６条 市民は、自ら良好な環境の確保に努め、市の実施する施策に協力しなければならない。 

(市の施策) 

第７条 市は、第４条第１項に規定する計画に基づき、必要な措置を講じるものとする。 

(指導等) 

第８条 市は、良好な環境に対する侵害を行う者又は行うおそれのある者に対し、必要な助言、指導及び勧告を行うこ

とができる。 

(審議会の設置) 

第９条 市長の諮問に応じ、良好な環境の確保に関する基本的事項を調査審議するため、糸島市環境審議会(以下

「審議会」という。)を設置する。 

２ 審議会の組織及び運営について必要な事項は、規則で定める。 

(委任) 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２２年１月１日から施行する。 

○糸島市環境都市宣言                        平成２３年９月２７日制定 

糸島市は、美しい山や海、恵み豊かな田園、清らかな川、古代ロマンあふれる歴史遺産など、豊かな自然と歴史に

彩られたすばらしいまちです。 

この恵まれた環境を守り、将来の世代に引き継いでいくことは、私たちの責務です。 

私たちは、ふるさと糸島市を心から愛し、豊かな自然と歴史、文化がもたらす潤いと活力あるまちをめざして、次のこ

とに取り組むことをここに宣言します。 

１．豊かな自然を愛し、自然と共に生きる潤いあるまちをつくります。 

１．地球にやさしい生活を実践し、循環型・低炭素のまちをつくります。 

１．市民、事業者、市が協働して、より良い環境のまちをつくります。 
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1．めざす環境の姿 

 

市民、事業者、市の責務を明らかにして、環境に関する施策を総合的に推進し、市民生活の良好

な環境の確保を図ることを目的にしています。 

この目的を達成していくためには、各主体が協働して、環境の保全等に向けた取組を進めていく

と同時に、その環境イメージ（環境の姿）を各主体が共有化することが重要です。 

そこで、本計画で市がめざす環境の姿を以下のように定めました。 

 

 

 

 

豊かな自然と住みやすい環境を未来につなぐまち 

い と し ま 
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2．環境目標 

 

市がめざす環境の姿を実現するために、次の４つの目標を掲げ、各主体が協働し、それぞれの

目標実現に向けた取組を進めます。 

 

目標１ ゼロカーボンシティをめざす 

【第2次糸島市地球温暖化対策実行計画(区域施策編・事務事業編)】 地球環境 

地球温暖化による気候変動は、人類の生存基盤に関わる問題です。地球の生態系と人類の

生活を将来に引き継ぐため、脱炭素社会の実現に向け、市民のライフスタイルや事業者のビジ

ネススタイルの転換、再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの取組、モビリティの低炭素

化を進め、ゼロカーボンシティの実現をめざします。 

 

目標２ 豊かな自然と恵みを未来へつなぐ 

【糸島市生物多様性戦略】 自然環境 

豊かな自然に育まれた生態系、その中で息づく多様な生物による『生物多様性』の恵みを次

代に引き継ぐため、自然環境の保全・育成を図り、豊かな自然を守り育てるまちをめざします。 

 

目標３ 
快適で住みやすい生活環境をつくる 

生活環境 

子どもから高齢者まで、いつまでも健康で暮らすことができる安全・安心な生活環境が保たれ

たまちを実現するため、快適で住みやすい生活環境をつくるまちをめざします。 

 

目標４ 
協働で環境づくりに取り組む 

協働の環境保全 

良好な環境を次代に引き継ぐために、効果的な協働の仕組みづくりや環境情報の共有化を

図り、協働で環境づくりに取り組むまちをめざします。 

 

 

糸島市がめざす環境の姿 

 

 

 

豊かな自然と住みやすい環境を未来につなぐまち いとしま 
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3．各主体の役割 

 

４つの目標を実現するためには、各主体が次の役割を担い、人と環境との好循環を形成しながら 

協働して環境の保全等に取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

市                                       事業者 
 

                                                                 

 

主 体 主  な  役  割 

市民 

○日常生活と環境問題が密接に関係していることを認識し、環境への影響を考えながら、

地球にやさしい生活を実践する。 

○市民同士の連携や他団体等との協働により、環境の保全等に取り組む。 

○自主的、積極的に環境の保全等に参加、協力する。 

○環境を守るためのさまざまな取組に対して、意見や提言を行う。 

環境 

サポーター 

○市全域を対象に取り組む環境サポーターは、自主的かつ積極的な環境の保全等を進

めるため、市民や事業者をつなぐ活動に取り組むとともに、取組内容の情報発信を行

い、市民や事業者の環境意識向上に努める。 

○専門的な知識を有する環境サポーターは、知識を生かした調査研究を行う。また、活動

に基づいて環境施策への提言を行う。 

○団体の活動趣旨に基づき、自主的かつ積極的に環境の保全等に参加、協力する。 

事業者 

○地球にやさしい商品やサービスの提供、製品の研究開発を心がける。 

○環境に配慮した事業の取組を行い、環境と経済の好循環に貢献する。 

○地域社会の一員として、自主的かつ積極的に環境の保全等に参加、協力する。 

市 

○めざす環境の姿を実現するために、基本となる施策を着実に実施する。 

○市民・事業者・環境サポーターによる自主的かつ協働による取組を積極的に支援する。

特に、地域づくり活動や学校での取組を支援する。 

○環境の保全等のため、積極的に情報を提供する。 

○消費者、事業者の立場から、環境の保全等に関する取組を率先して実行する。 

 

環境 
サポーター 

（環境ボランティア、 

有識者） 

 
情報発信 

協働・支援 

意見・提言 

市 民 
情報提供・支援 

協働・意見・提言 

基本施策実施 

意見・情報提供 

サービス・商品提供 

情報提供・支援 

参加・協力 
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４．SDGsへの対応 

 

SDGs（Sustainable Development Goals、持続可能な開発目標）は、2015（平成27）年9月の国連サ

ミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された国際目標です。 

17の目標と169のターゲットから構成されます。持続可能な開発は、将来の世代が受ける恩恵を損

なわずに、現世代のニーズを充足する開発と定義されています。 

【持続可能な開発目標】 本計画では、次の太字の目標に関わる施策に取り組んでいきます。 

目標 １：あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

目標 ２：飢餓を終わらせ、食糧安定保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する 

目標 ３：あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する 

目標 ４：全ての人々に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し生涯学習の機会を促進する 

目標 ５：ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う 

目標 ６：全ての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

目標 ７：全ての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保す

る 

目標 ８：包摂的かつ持続可能な経済成長及び全ての人々の完全かつ生産的雇用と働きがいのあ

る人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

目標 ９：強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーショ

ンの推進を図る 

目標10：各国内及び国家間の不平等を是正する 

目標11：包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する 

目標12：持続可能な生産消費形態を確保する 

目標13：気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

目標14：持続可能な開発のために海洋と海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する 

目標15：陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への

対処、並びに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する 

目標16：持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、全ての人々に司法へのアクセス

を提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で責任のある包摂的な制度を構築する 

目標17：持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する 
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1．計画指標事業の進捗状況 

 

第２次糸島市環境基本計画(前期計画)では、４つの目標を設定したうえで17の施策の方針を掲

げ、37の基本施策(取組)を実施しました。また、それらの進捗を把握・評価するため、以下の38項目

の計画指標を設定しています。 

直近2024（令和６）年度の計画指標の実績に基づく評価結果が以下のとおりです。これらの結果

を踏まえ、現在実施している取組内容の見直しにより新たに後期計画の指標を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

目標 計画指標 2019基準値 2024実績値 2025目標値 達成度

糸島市内のCO2排出量
【区域施策編・成果指標】

(2013)
548千t-CO2

(2022)
476千t-CO2

367千t-CO2 D

イベント会場、市出前講座による啓発 年間2回 年間4回 年間5回 B

事業者向け啓発活動の実施 年間0回 年間4回 年間2回 A

FIT太陽光発電設備容量 42.7MW 54.0MW 84.5MW D

住宅用太陽光発電買取件数 4,020件 5,245件 4,900件 A

自家消費型太陽光発電（10kW未満）設備容量 0kW 694.6kW 1,914.0kW D

再エネ発電量 60,512MWh 71,512MWh 105,449MWh D

市内の電気使用量に占める再エネ電気の割合 17.3% 17.1% 26.4% E

バス利用者数 435,721人 445,591人 470,000人 D

市事務・事業のエネルギー起源CO2排出量
【事務事業編・成果指標】

(2013)

20,568ﾄﾝ
13,066ﾄﾝ 13,309ﾄﾝ A

公共施設への再エネ設備導入施設数 21施設 28施設 29施設 A

設置可能な公共施設への太陽光発電導入割合 26.3% 41.4% 43.1% A

市公共施設における電力使用量 15,129千kWh 16,265千kWh 12,768千kWh E

クリーンセンターの石炭コークス使用量 2,340ﾄﾝ 1,640ﾄﾝ 2,007ﾄﾝ A

公共施設へのLED導入施設数 15施設 22施設 17施設 A

公用車における電動車の導入割合 0.0% 7% 11% B

古紙リサイクル量（庁内分） 21,960kg 22,590kg 22,678kg A

目標１
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【達成度について】 

Ａ…達成率80%以上 

Ｂ…達成率60%以上80%未満 

Ｃ…達成率40%以上60%未満 

Ｄ…達成率20%以上40%未満 

Ｅ…達成率20%未満 

Ｆ…未着手（評価不可） 

【達成率の考え方】 

①基準年度●●から目標年度○○まで増加（減少）させる目標年度の場合 

⇒基準値から増減する目標量と、実際に増減した量の割合 

②目標年度に■■の状態にさせる目標の場合 

⇒目標の状態になっていればＡ、なっていなければＥ 

 

目標 計画指標 2019基準値 2024実績値 2025目標値 達成度

荒廃森林整備面積 1,792ha 1,990ha 2,192ha C

広葉樹の森の整備面積 62,380㎡ 74,280㎡ 66,380㎡ A

河川の平均ＢＯＤ値 0.94mg/ℓ 2.77mg/ℓ 2.0mg/ℓ以下 E

中山間地域等直接支払事業取り組み集落数 18集落 19集落 19集落維持 A

汚水処理人口普及率 90.4% 91.9% 91.7% A

森林の間伐面積 990ha 1,041ha 1,840ha E

松林保全アダプト制度の登録団体数 14団体 16団体 20団体 D

環境情報サイト等に生物多様性に関する情報掲載数 年間0件 年間8件 年間3件 A

市単独自然観察会開催の有無 開催無し 開催有り 開催有り A

環境美化活動への参加者数 46,853人 54,169人 48,000人 A

市の環境パトロールごみ回収量 125ﾄﾝ 104ﾄﾝ 120ﾄﾝ A

不法投棄防止監視ネットワーク協力団体数 24団体 24団体 30団体 E

動物愛護に関する啓発記事の掲載 年間2回 年間4回 年間3回 A

あき地管理に関する指導件数 278件 200件 220件 A

野焼きの苦情件数 35件 28件 24件 B

クリーンセンターへのごみ搬入量 33,216ﾄﾝ 31,118ﾄﾝ 33,568ﾄﾝ A

市民の１人１日当たりのごみの排出量 937.0g 848.0g 928.0g A

ごみの資源化率 25.1% 24.5% 26.0% E

出前講座等の学習会参加者数 2,404人 1,668人 2,654人 E

環境情報サイトの新着情報数 12件 32件 15件 A

環境ボランティアネットワーク加入団体数 17団体 17団体 22団体 E

目標２

目標３

目標４
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２．直近の市民満足度調査の結果 

 

 第２次糸島市長期総合計画後期基本計画策定に向けて市が実施した調査の設問である『あなた

は、市の豊かな自然環境や美しい景観が守られ、環境意識の高いまちが実現していると思います

か。』に対し、『そう思う（そう思う・ややそう思う）』と回答した市民が50.7％、『そう思わない（そう思わな

い・あまりそう思わない）』と回答した市民が9.9％となっています。 

調査で示された『あまりそう思わない』『そう思わない』と回答した理由として、市内におけるさまざま

な要因によって、ゴミのポイ捨てや不法投棄が増えていること、自然環境が失われようとしていること

を危惧する意見や、市民による地域の美化活動等の維持に課題がある等の意見が寄せられていま

す。 

 これらの問題を解決することで、市の豊かな自然環境や美しい景観が守られ、環境意識の高いま

ちづくりにつながるよう、後期計画を策定する必要があります。 

 

 

第２次糸島市長期総合計画後期基本計画策定に向けた基礎資料より 

 

『あまりそう思わない』『そう思わない』と回答した理由の例示 

1. 環境美化とゴミ問題 

・ゴミ分別の強化と啓発が必要。 

・河川や海へのゴミ投棄、不法投棄の問題が深刻。 

・観光客増加に伴うゴミやポイ捨ての増加。 

・ゴミ袋が高価であり、減量や分別を進める必要。 

・道路や公共スペースの雑草が問題、草刈りや清掃が必要。 

・自然環境保護の意識不足、山林や道路脇のゴミや雑草が目立つ。 

 



- 12 - 

2. 自然環境の劣化 

・住宅、観光開発により自然環境が失われている。 

・高い建物や不適切な開発による景観破壊。 

・自然保護に対する行政の対策不足や取組の遅れ。 

・海や河川の環境保全が不十分、特に河川の草刈りや泥の除去が必要。 

3. 地域の美化活動と行政の役割 

・地域の美化活動は高齢者任せになっており、行政の支援が必要。 

・地元だけでは環境美化が維持できず、外部の協力や行政の参加が必要。 

・行政の計画性や対応が不十分で、地域の環境整備が進んでいない。 

4. 観光と環境の調和 

・観光に力を入れることは理解できるが、ゴミや環境問題への対策が不足している。 

・観光地の環境保全と美化を市民ボランティアと共に進めるべき。 
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◆施策の体系 

本計画に掲げた４つの目標、１5の施策、36の基本施策（取組）の体系で推進します。 

 

【
め
ざ
す
環
境
の
姿
】
豊
か
な
自
然
と
住
み
や
す
い
環
境
を
未
来
に
つ
な
ぐ
ま
ち 

い
と
し
ま 

４つの目標 施策 基本施策(取組) 

[目標１] 

ゼロカーボンシティを 

めざす 

【第２次糸島市地球温暖化

対策実行計画(区域施策

編・事務事業編)】 

 

   

(区域施策編) 

1.市民・事業者への啓発

活動・行動変容促進 

 

①ライフスタイルの転換 

②ビジネススタイルの転換 

2.再エネ設備・省エネ 

設備の普及促進 

①住宅・建物のゼロエミッショ

ン化・再エネ自家消費の促進 

②ゼロエミッション系統電源拡

大・再エネ地産地消 

③事業所・エリアのエネルギー

マネジメント 

3.モビリティの低炭素化 

①電動車の普及、充電インフラ

の拡充 

②公共交通の利用促進、効率化 

4.緑化によるCO２吸収と

気候変動への適応 

①緑化事業の推進 

②気候変動適応への取組 

(事務事業編) 

5.公共施設における 

再生可能エネルギー 

利用の推進 

①公共施設における再生可能エ

ネルギー設備の導入 

②公共施設における再生可能エ

ネルギー電力の調達 

6.公共施設における 

省エネルギーの徹底 

①公共施設における省エネルギ

ー設備の導入 

②職員による省エネ行動の実践 

7.公用車の電動化 ①公用車の電動化 

8.廃棄物対策の取組 

（3R＋Renewableの 

積極的な推進） 

①職員による省資源の実践 
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【
め
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環
境
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姿
】
豊
か
な
自
然
と
住
み
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す
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環
境
を
未
来
に
つ
な
ぐ
ま
ち 
い
と
し
ま 

４つの目標 施策 基本施策(取組) 

[目標２] 

豊かな自然と恵みを 

未来へつなぐ 

【糸島市生物多様性戦略】 

 

   

1.生物多様性への 

理解促進と行動変容 

①自然環境・生物多様性への関

心の喚起 

②外来種・外来生物への対応 

2.豊かな自然環境の 

保全と再生 

①海・海岸・松林の保全と再生 

②森林の保全と再生 

③農地・里山の保全と再生 

④地下水の保全 

⑤河川・ため池の保全と水質の

改善 

[目標３] 

快適で住みやすい生活環

境をつくる 

 

   
 

 

1.地域美化の推進 

①地域美化の推進と不法投棄対 

策 

②あき地・あき家の適正管理の

推進 

2.生活環境の保全 
①環境汚染及び公害への対策 

②ペットの適正な飼育と管理 

3.循環型社会の形成 

①ごみの減量(リデュース) 

②再利用(リユース)・ 

再資源化(リサイクル)の推進 

③廃棄物の適正処理の推進 

[目標４] 

協働で環境づくりに取り

組む 

  

1.環境意識の向上 
①環境情報の提供と共有 

②環境学習と環境教育の実施 

2.協働の仕組みづくり 
①環境保全活動への参加促進 

②環境サポーターの育成・支援 
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目標１ ゼロカーボンシティをめざす 

【第2次糸島市地球温暖化対策実行計画(区域施策編・事務事業編)】 地球環境 

 

地球温暖化を抑制するために、国を主体とした国際的な取組が必要ですが、国際的な目標を達

成するためには、すべての国民が日常生活や事業活動の中で、脱炭素の取組を実践していくことが

欠かせません。そのため、市民一人ひとりが地球環境問題の解決に向けた貢献を実感できる取組を

進める必要があります。 

第２次糸島市環境基本計画の目標１は、「地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」と

いいます。）」に基づく「第２次糸島市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）」として

位置づけます。 

 

１．計画策定の背景 

 

（１）気候変動の影響 

【①地球温暖化とは】 

地球の表面は太陽光により温められていますが、宇宙へ放出される熱もあります。地球を取り囲

んでいる二酸化炭素（以下、「CO２」といいます。）等の温室効果ガスは、宇宙へ放出される熱を適

度に吸収し、地球を一定の温度に保っています（平均14℃）。それにより、地球は生命の生存に適

した環境が守られています。しかし、近年、地球の平均気温が少しずつ上昇していることが確認さ

れています。 

これは、18世紀後半に起こった産業革命によってエネルギー源として石炭や石油、ガス等の化

石燃料を大量に使用するようになり、大気中のCO２等の温室効果ガスが増加したことが原因と考

えられています。それにより熱の吸収量も増え、宇宙へ放出されるはずだった熱が地球に残って

いると考えられています。このような状態を

「地球温暖化」と呼んでいます。 

そして、地球温暖化が原因とみられる気

候変動が、環境に大きな影響を及ぼしてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：全国地球温暖化防止活動推進センター 
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【②地球温暖化による気候変動の影響】 

気候変動問題は、その予想される影響の大きさや深刻さか

ら、人類の生存に関わる問題と認識されています。すでに世

界的に平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が観

測されているほか、わが国においても平均気温の上昇、真夏

日・熱帯夜の増加、台風・集中豪雨・ゲリラ豪雨の多発等によ

る被害、農作物や生態系への影響等が確認されています。 

2021（令和３）年８月に公表されたIPCC(気候変動に関する

政府間パネル)第6次評価報告書によると、世界の平均気温は

1850年から2020年までに約1.1℃も上昇し、今後もこの速度で地球温暖化が進んだ場合は、

2030(令和12)年には1.5℃上昇すると予測されています。 

その原因について、同報告書には「人間活動の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてき

たことには疑う余地がない」と記され、大気・海洋・雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速

な変化が現れていること、気候システムの多くの変化(極端な高温や大雨の頻度と強度の増加、い

くつかの地域における強い熱帯低気圧の割合の増加等)は、地球温暖化の進行に直接関係して

拡大することが示されています。 

今後、地球温暖化の進行に伴い、リスクはさらに高まると予測されています。 

 

【③日本への影響】 

気象庁から毎年報告されている気候変動監視レポートによると、全国で長期的に気温が上昇し

ており、日本の年平均気温は100年で1.26℃上昇しています。また、気温上昇が原因と考えられる

真夏日・猛暑日の日数増加や年積雪量の減少、海水温の上昇、熱中症や農畜産物の品質低下

等も見られています。 

福岡管区気象台から毎年報告されている九州・山口県の気候変動監視レポートによると、市を

含む福岡地方でも長期的に気温が上昇しています。福岡地区の年平均気温は100年で2.49℃上

昇し、全国平均を大きく上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターWEBサイト 

出典：気象庁「気候変動監視レポート 2020」 
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（２）地球温暖化対策を巡る国際的な動向 

2015（平成27）年、フランス・パリで開催された気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）

において、京都議定書以来18年ぶりに法的拘束力を持つ国際的な合意文書であるパリ協定が採

択されました。 

パリ協定は、国際条約として初めて『世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より

十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること』や『今世紀後半の温室効果ガスの人為

的な排出と吸収の均衡』を掲げたほか、先進国と途上国という二分論を超えた全ての国の参加、５

年ごとに貢献を提出・更新する仕組み、適応計画プロセスや行動の実施等を規定しており、国際

枠組みとして画期的なものと言えます。 

2018（平成30）年に公表されたIPCC1.5℃特別報告書によると、世界全体の平均気温の上昇に

ついて２℃を十分下回り、1.5℃の水準に抑えるためには、温室効果ガス排出量を2050年までに

正味ゼロとすることが必要とされています。これを受け、世界各国でカーボンニュートラルの実現を

目標とした動きが広がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガス削減に向けた世界的な動向

9月11日

菅総理大臣が温室効果ガス排出量を
2030年までに2013年度比で46％削減

する目標を宣言

2021年4月22日

米バイデン大統領が温室効果ガス排出量を
2030年までに2005年比で50-52％削減

する目標を宣言

10月26日

菅総理大臣が温室効果ガス排出量を
2050年までに実質ゼロとする目標を宣言

中国の習近平国家主席が国連総会で、
2060年までに温室効果ガス排出を

実質ゼロ宣言

2020年6月8日2016年・・・

経団連が「脱炭素社会」の実現に向け、
企業・団体がチャレンジすることを後押し

パリ協定が発効され、すべての国の削減目標
提出や、先進国による資金提供などに合意

カーボンニュートラルとは 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることをいいます。 

CO2 をはじめとする温室効果ガスの排出量から、植林や森林管理等による吸収量を差し引き、

合計を実質的にゼロにすることです。 

ここでの温室効果ガスの「排出量」「吸収量」は、いずれも人為的なものを指します。 

 

出典：環境省「脱炭素ポータル」WEB サイト 
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（３）地球温暖化対策を巡る国内の動向 

【①カーボンニュートラル宣言と温対法の改正】 

2020（令和２）年10月、首相所信表明演説で『2050年までに温室効果ガスの排出を全体として

ゼロとする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現をめざす』ことが宣言されま

した。続いて2021（令和３）年４月、2030（令和12）年度の温室効果ガス排出量を2013（平成25）年

度比で46％削減すること、さらに50％削減の高みに向けて挑戦を続けることが公表されました。同

年５月には、2050年までに脱炭素社会の実現をめざすことが改正温対法により基本理念として明

記され、同年10月には国の「地球温暖化対策計画」が閣議決定されました。 

この計画において、国は2030（令和12）年、そして2050年に向けた挑戦を絶え間なく続けていく

こと、全ての経済活動において脱炭素を主要課題の一つとして位置づけ、持続可能で強靭な社

会経済システムへの転換を進めていくことが不可欠であること、目標実現のために脱炭素を軸とし

て成長に資する政策を推進していくこと等が示されています。 

［国の温室効果ガス削減目標］                出典：環境省「地球温暖化対策計画」 
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【②再生可能エネルギーの主力電源化】 

2021（令和３）年、国は第６次エネルギー基本計画を策定しました。2030（令和12）年度の温室

効果ガス削減目標を踏まえ、徹底した省エネルギーや需給両面における様々な課題を克服して

非化石エネルギーの拡大を想定した電源構成を試算しており、これまで電源の半分以上を構成し

ている石炭や石油、ガスによる火力

発電の割合を縮減し、再生可能エネ

ルギーの割合を2030（令和12）年度

までに36～38％へ引き上げることを

示しています。 

2025（令和７）年には第７次エネル

ギー基本計画を策定し、2040（令和

22）年度の再生可能エネルギーの割

合を40から50％まで引き上げることが

示されています。 

 

 

●再生可能エネルギーとは 

太陽光や風力、地熱等の自然界に常に存在するエネルギーで、「枯渇しない」、「どこでもエネ

ルギー源を調達できる」、「CO２排出しない」といった、石油や石炭、天然ガス等の化石燃料から

得られるエネルギーと異なる特徴を持っています。 

政令によって「太陽光」、「風力」、「水力」、「地熱」、「太陽熱」、「大気中の熱その他の自然界

に存する熱」、「バイオマス」が再生可能エネルギーとして定義されており、それらのエネルギーは

発電設備や熱利用設備等に活用されています。 

 

風力発電(三重県・新青山高原風力発電所) 

 

太陽光発電(糸島市庁舎) 

 

バイオマス発電(岩手県・くずまき高原牧場) 

 

地熱発電(九州電力・八丁原地熱発電所) 

 

水力発電（瑞梅寺ダム小水力発電所） 

他にも、空気熱や太陽熱、地中熱等を空

調や給湯に利用する設備が利用されてい

ます。 

出典：(株)青山高原ウインドファームWEB 

サイト、経済産業省WEBサイト 

 

国が示している2030年度の電源構成の計画

発電電力量

9,340億kWh

再生可能エネルギー

36～38%

LNG

20%

原子力

20～22%石油等 2%

水素・アンモニア 1%

第６次エネルギー基本計画から作成

(内訳)

太陽光 14～16%

風 力 5%
地 熱 1%

水 力 11%

バイオマス 5%

石炭

19%
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【③気候変動への適応】 

気候変動は、わたしたちの生活のあらゆる面に影響を与え始めており、その対策は地球温暖化

の原因となる温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」と、気候変動の影響に備える「適応策」に

分けることができます。国は、2018（平成30）年６月に気候変動適応法を制定しました。 

緩和策を進めた場合でも、その効果が発現するまでには時間を要するため、一定の気候変動

の影響は避けられません。リスクとして、海面上昇・高潮、豪雨・洪水、熱中症、食料・水不足、生

態系の損失、インフラ機能停止等が想定されます。その影響による被害の回避や軽減、被害に備

える適応策についても多分野で進めることが求められます。 

 

 

 

（４）糸島市におけるこれまでの取組と今後の取組方針 

市では、2021（令和３）年３月に第２次糸島市地球温暖化対策実行計画（以下、「温対計画」とい

います。）を策定しましたが、温対法改正や国の地球温暖化対策計画の決定前に策定されたこと

から、国の温室効果ガス削減目標を下回っていました。 

そのため、2022（令和４）年に「糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略」を策定し、再生可能

エネルギー発電設備やCO２排出量削減につながる省エネルギー設備の導入促進につながる施

策の検討、再生可能エネルギー発電の導入目標、CO２排出量削減目標の設定を先行して検討し

ました。その内容を反映し、2023（令和５）年に糸島市地球温暖化対策実行計画・区域施策編を、

2024（令和６）年に糸島市地球温暖化対策実行計画・事務事業編を改定し、国に準じた取組方針、

CO２排出量削減の目標等を設定しました。 

 

出典：国立環境研究所「気候変動適応情報プラットフォーム」 
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２．計画の目的と基本的事項 

 

（１）計画の目的 

近年、地球温暖化の影響と考えられる気候変動により様々な問題が顕在化しており、今後これ

らによるリスクを軽減するために、行政や市民、事業者それぞれの取組がますます重要になってい

ます。このため、市においても、行政や市民、事業者が協働して地球温暖化対策を計画的に推進

し、市域から排出される温室効果ガスの削減に取り組む必要があります。 

本計画の目標１は、温対法第19条第２項に基づき市域から排出される温室効果ガス排出量の

削減目標と市が取り組む施策を明らかにする「区域施策編」として、また、温対法第21条第１項に

基づき市が実施している事務及び事業に関し、温室効果ガス排出量の削減目標と市が取り組む

施策を明らかにする「事務事業編」として位置づけます。 

 

 

 

（２）計画期間 

本計画において、CO２排出量の削減目標の基準年度は2013（平成25）年度、目標年度はいず

れも2030（令和12）年度とします。また、計画期間は第２次糸島市環境基本計画と同じく2021（令

和３）年度から2030（令和12）年度までとします。 

 

 

対象 分野（例示）

区域施策編
市全域
（市民、事業者、糸島市等）

産業部門（製造業、農林水産業、建設業)
家庭部門
業務その他部門（店舗、事務所、病院等）
運輸部門（自動車、鉄道、船舶）
廃棄物部門

事務事業編 市が実施する事務及び事業
市庁舎、消防庁舎、市立小中学校、図書館、
コミュニティセンター、スポーツ施設、
クリーンセンター等の市の公共施設

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年

(令和2年) (令和3年) (令和4年) (令和5年) (令和6年) (令和7年) (令和8年) (令和9年) (令和10年) (令和11年) (令和12年) (令和13年)

反映

第2次糸島市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 前期

次期計画第2次糸島市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 後期

第2次糸島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 前期

第2次糸島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 後期

一部改定

次期計画一部改定

第2次糸島市環境基本計画 前期 第2次糸島市環境基本計画 後期 次期計画

★カーボンニュートラル宣言

第１次

第１次

第１次

★地球温暖化対策推進法の改正

★地球温暖化対策計画の閣議決定

糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略 (2050年までの糸島市のロードマップ。2030年に中間見直し)
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（３）対象とする温室効果ガス 

温対法では、CO２（二酸化炭素）、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン類、パーフ

ルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素の7種類を温室効果ガスとして定義しています。 

温室効果ガス排出量については、環境省が定める計画策定・実施マニュアルの考えに基づい

て把握することになります。マニュアルでは、地方公共団体の規模等に応じて、エネルギー起源の

CO２の及び一般廃棄物に由来する非エネルギー起源のCO２の把握が望まれることが示されてい

ます。また、福岡県においては、下表のとおり温室効果ガス排出量のうち98％をCO２が占めている

ことから、市の温対計画ではCO２を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013
(H25)

2021
(R3)

エネルギー転換部門 65 46

家庭部門 1,009 515

業務その他部門 1,113 564

産業部門 2,247 1,620

運輸部門 969 785

工業プロセス分野 613 555

廃棄物分野 85 81

6,100 4,167

36 32

44 33

7 8

6,186 4,240

メタン

小計

単位：万t-CO2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　部門

福岡県の温室効果ガスの排出量

エネルギー起源

非エネルギー起源

二
酸
化
炭
素

出典：福岡県環境白書（令和6年度）※四捨五入の関係で合計が一致しないことがあります。

一酸化二窒素

代替フロン等４ガス(HFC、PFC、SF6、NF3)

温室効果ガス排出量　合計
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１．糸島市の現状 

 

（１）CO２排出量の推移 

市域におけるCO２排出量は、環境省が公表している「自治体排出量カルテ」の現況推計を使用

します。これは、都道府県別エネルギー消費統計、国の各種統計調査、太陽光発電の固定価格

買取制度等の公表データをもとに作成されています。 

下表は、自治体排出量カルテによる市域におけるCO２排出量の推移です。2013（平成25）年度

以降の排出量は、業務その他部門や家庭部門を中心に減少し、産業部門や廃棄物部門は増減

が続いています。 

 

 

（２）CO２排出量の部門別割合 

2022（令和４）年度における市域におけるCO２排出量部門別構成比では、運輸部門が32％と最

多で、産業部門が27％、業務その他部門が16％、家庭部門が22％、廃棄物部門が3％となってい

ます。全国や福岡県と比べて産業部門が少なく、運輸部門の割合が高い特徴が見られます。 

 

 

2013
(H25)

2019
(R元)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

125 130 140 119 127

109 74 76 70 79

130 70 83 81 104

171 160 146 147 152

13 20 20 17 14

548 455 465 434 476

出典：環境省「自治体排出量カルテ」

【本市におけるCO2排出量の推移】 単位：千トン-CO2

　　　　　　　　　　　年度
　部門

産 業 部 門

業 務 そ の 他 部 門

家 庭 部 門

運 輸 部 門

廃 棄 物 部 門

合　計

※小数点以下を四捨五入しているため、合計が各欄の合計と合致しない箇所があります。

※令和元～3年度の国公開データが遡及修正されたため、前期計画のデータと一致しないところがあります。

42%

43%

27%

19%

19%

16%

18%

16%

22%

19%

21%

32%

2%

1%

3%

全 国

福岡県

糸島市

CO2排出量の部門別構成比の比較(2022年度)

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物部門

第２次糸島市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 
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（３）部門別CO２排出量の推移 

①産業部門（製造業、建設業・鉱業、農林水産業） 

産業部門のCO２排出量の大

部分を製造業が占め、増加

傾向にあります。 

市の基幹産業である農林水

産業のCO２排出量は緩やか

に減少していますが、建設

業・鉱業のCO２排出量は横

ばいで推移しています。 

 

 

製造品出荷額等の伸びに

伴いCO２排出量も増えてい

ます。 

製造品出荷額等の伸びと

CO２排出量削減を両立する

取組が求められます。 

 

 

 

 

②業務その他部門 

業務その他部門の従業者数

は増加傾向にありますが、

CO２排出量は一旦減少し、

近年は横ばいの状態です。 

店舗や事務所等における

CO２排出量を削減する取組

の強化が求められます。 
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③家庭部門 

再エネ・省エネ設備導入が

進んでいること、電力会社の

電源構成の変化の影響で

CO２排出係数が低下したこ

とによりCO２排出量が一旦は

減少したものの、近年増加

傾向にあります。世帯数の

増加が原因と考えられます。 

 

 

④運輸部門 

運輸部門におけるCO２排出

量のうち鉄道に関しては横

ばいで推移していますが、

排出量の大部分を占める旅

客自動車・貨物自動車は緩

やかな減少傾向となってい

ます。 

 

 

 

 

旅客用自動車保有台数は

増加しているものの、CO２排

出量は緩やかに減少してお

り、燃費向上等が原因として

考えられます。 
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一方、貨物用自動車保有台

数は増加傾向にありますが、

CO２排出量は横ばいで推移

しています。 

貨物用自動車は旅客用自

動車に比べて車両の燃費向

上等が進んでいないものと

考えられます。 

 

 

 

⑤廃棄物部門 

一般廃棄物処理に伴うCO２

は廃棄物の処理量と連動す

るため、処理量の減少ととも

に排出量も減少しています。 

また、ごみにおけるプラスチ

ックの割合も影響を与えるた

め、ごみの処理量削減ととと

もにプラスチックごみの削減

も必要となります。 
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２．CO２排出削減目標 

 

（１）CO２排出量の将来推計（BAUケース） 

糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略（以下「導入戦略」といいます。）を作成した際、目標

年度の2030(令和12)年度まで市が何ら対策を行わなかった場合を『BAU（Business As Usual）』とし

て定義し、将来活動量（人口・世帯数、事業所従業者数、自動車保有台数等）とエネルギー消費

原単位等から市域におけるCO２排出量を試算しました。 

試算では、CO２排出量は減少せず、増加する見通しとなっています。 

 

（2）CO２排出量削減のポテンシャル 

導入戦略では、再エネ・省エネ設備の導入、建築物ZEB化、住宅ZEH化、自動車のEV化やエ

コドライブ啓発、公共交通利用促進、廃棄物の減量（分別とリサイクル率向上、フードロス対策、コ

ンポスト導入補助によるごみ減量）の取組による効果を試算し、４部門合計でBAUのCO２排出量か

ら274千トン-CO２の削減が可能と見込んでいます。 

 

 

単位：千トン-CO2

2013(H25)
<基準年度>

2030(R12)
<BAU>

125 129

109 113

130 135

171 177

13 16

548 570

出典：糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略

【CO2排出量の将来推計・BAUケース】

　　　　　　　　　　　年度
　部門

産 業 部 門

業 務 そ の 他 部 門

家 庭 部 門

運 輸 部 門

廃 棄 物 部 門

合　計

部門 取り組み
CO2削減量

(千トン-CO2)

BAUによる排出量と

削減後の排出量

(千トン-CO2)

省エネ設備導入、運用改善 5.6

ＥＭＳ普及によるエネルギー消費最適化 1.7

再エネ発電量・消費量の増 36.6

カーボンニュートラルガスの利用 3.5

産業部門CO2排出削減量合計 -47

ZEB化による消費エネルギー減 17.0

LED化による消費エネルギー減 8.0

再エネ発電量・消費量の増 41.8

カーボンニュートラルガスの利用 1.5

業務その他部門CO2排出削減量合計 -68

ZEH化による消費エネルギー減 8.1

LED化による消費エネルギー減 7.5

再エネ発電量・消費量の増 67.9

カーボンニュートラルガスの利用 1.3

家庭部門CO2排出削減量合計 -85

ＥＶ/ＦＣＶ導入による減 68.3

公共交通利用促進による減 1.2

鉄道における再エネ利用の増 4.4

運輸部門CO2排出削減量合計 -74

出典：糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略

129 ⇒ 82

113 ⇒ 45

産業

業務

家庭 135 ⇒ 50

177 ⇒ 103運輸
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（3）CO２排出削減目標 

2050年カーボンニュートラルの実現をめざし、市域における温室効果ガス排出量の削減目標を

以下のように設定します。 

 

◆長期目標（2050年のめざすべき姿） 

 
2050年カーボンニュートラル(CO２排出実質ゼロ)実現をめざす 

 
◆2030年のCO２排出量削減目標 

 
2030年度までにCO２排出量を2013年度比で46％削減する 

 
各部門の排出量削減目標は、BAU推計値から（2）で見込んだ削除量を引いて設定します。 

計画の目標年度である2030（令和12）年度までに、2013（平成25）年度比で合計252千トン-CO２

を削減し、296千トン-CO２を目標とします。 

 

 

 

 

2013(H25)

<基準年度>

①2030(R12)

<BAU>

125 129 82 -34.4%

109 113 45 -58.7%

130 135 50 -61.5%

171 177 103 -39.8%

13 16 16 23.1%

548 570 296 -46.0%

②2030(R12)

<目標年度>

単位：千トン-CO2

家 庭 部 門

運 輸 部 門

廃 棄 物 部 門

合　計

【CO2排出量削減目標・区域施策編】

　　　　　　　　　　年度

　部門

産 業 部 門

業 務 そ の 他 部 門

125 129
82

109 113

45

130 135

50

171 177

103
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16

16

0

100

200

300

400

500

600

2013(H25)

<基準年度>

①2030(R12)

<BAU>
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３．目標実現のための取組 

 

（1）糸島市の2050年における将来ビジョン 

 

出典：糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略 

 

国の地域脱炭素ロードマップの方針をふまえ、市ではカーボンニュートラル実現に向けた市の

方針や取組の方向性を示すため、2022（令和４）年１月に「糸島市地域再生可能エネルギー導入

戦略」を策定しました。上記の図は、導入戦略で示している市の将来ビジョンです。 

導入戦略では、地域・社会課題の解決とエネルギーの課題の同時解決をめざすため、下表の６

つの施策に取り組むことを示しています。温対計画では、これらの施策や数値目標との整合を図り、

改定前の温対計画の基本施策と合わせて、新たな施策の方針を設定します。 

 

【糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略 ６つの施策】 

 

低炭素モビリティ

電動／FC

カーシェア

電動／FC

トラック
電動／FC

パーソナルモビリティ

小水力 太陽光
(ビル・工場・住宅の屋

根等)

バイオマス
(ごみ発電等)

再エネ由来
水素

市内のエネルギー供給源 住宅地域

太陽光

風レンズ

公共施設・病院

蓄電池

EV/FCV

BEMS

広域CEMS／
環境価値取引

など
FC船舶

漁業FCフォークリフト

蓄電池／
燃料電池

蓄電池／
燃料電池

太陽光 FCフォークリフト

FEMS/BEM

S
コジェネ

工場・事務所等

CEMS

EV/FC

V

太陽光
蓄電池

電動／
FCバイク

CEMS

EV/FC

V

CNガス併用世帯

太陽光
蓄電池

電動／
FCバイク

蓄電池／
燃料電池

FCフォークリフト農業

市外からの
系統電源＋

再エネ由来プロパン

オール電化世帯

カーボンニュートラル電気

カーボンニュートラル
ガス(水素など)

電動／FC

オンデマンドバス

地中熱

①
住宅・建物のゼロエミッション化
＋再エネ自家消費
　【短期～中長期】

住宅・事業所・公共施設等において、太陽光発電・蓄電池等の再エネ設備
および省エネ設備の導入を進め、ゼロエミッション化・再エネ自家消費を推
進します。

・住宅のゼロエミッション化
・事業所のゼロエミッション化
・公共施設のゼロエミッション化

②
ゼロエミッション系統電源拡大
＋再エネ地産地消
　【短期～中長期】

企業と連携して、地域での再エネ発電の拡充とともに、地域再エネメ
ニュー等の再エネ地産地消のビジネスモデルを検討し、企業や一般家庭に
おける再エネ利用量を増やします。

・地域再エネ発電の拡充
・再エネ地産地消ビジネスモデル

③
事業所・エリアのエネルギーマネジメ
ント
　【短期～中長期】

家庭や工場等でEMSを導入しエネルギー消費の最適化を進めます。中長
期的には系統用蓄電池やEV等の活用も含め、施設間や地域全体での電
力需給を調整し、地産地消率の増加を目指します。

・ＥＭＳによるエネルギー消費最適化

④
モビリティの低炭素化
　【短期～中長期】

既存車両のEV/PHV/FCVへの切替を促進するとともに、市内の
EV/PHVの充電インフラ拡充を図り、電動車両の普及を図ります。

・電動車両の普及
・充電インフラの拡充

⑤
カーボンニュートラルガス（水素等）
の利用促進
　【中長期】

水素社会の実現に向け、水素ステーションを活用した実証実験等を通し、
水素活用の促進・水素インフラ構築の検討を進めます。また、カーボン
ニュートラルLNGやメタネーションの推進により、ガス利用における低炭
素化を目指します。

・ガスの脱炭素化
・水素社会実現に向けた取り組み

⑥
市民・事業者への啓発・行動変容促進
　【短期～中長期】

市民・事業者に対し、環境・エネルギー問題に関するセミナーの開催や環境
配慮行動に対するポイント付与制度等を構築し、市民・事業者の環境意識
を高め、施策1～5の実施を促します。

・市民、事業者への啓発・行動変容

出典：糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略実行計画

施策の概要施策
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（2）施策の体系 

CO２排出量の削減目標を達成するため、次の４つの施策を定め、９つの取組を行います。 

 

 

（3）計画指標 

 

※施策１のごみ減量に関する指標は目標３で、施策４の緑化等に関する指標は目標２でそれぞれ指

標を設定します。 

※市域におけるCO２排出量及び再エネ発電量、再エネ電気の割合の進捗管理は、国が公開する

「自治体排出量カルテ」のデータを用いますが、同制度における各年度の実績値の公開時期と、

市が取組結果の評価を行う年度にタイムラグが生じるため、以下のとおり対応します。 

①市域におけるCO２排出量の2030(令和12)年度目標は296千t-CO２としますが、2030(令和12)年度

取組結果の評価を行う2031(令和13)年時点で公開されている最新データが2028(令和10)年度実

績値となる見込であるため、2028(令和10)年度時点の目標を341千t-CO２と定め、その目標と最新

の実績値により達成度を評価します。 

②再エネ発電量及び市域における電気使用量に占める再エネ電気の割合も自治体排出量カルテ

で公開されるデータを用いることから、①と同様に目標の併設と評価を行います。 

 

 ②気候変動適応への取り組み

 ②ゼロエミッション系統電源拡大・再エネ地産地消

 ③事業所・エリアのエネルギーマネジメント

 ３．モビリティの低炭素化  ①電動車の普及、充電インフラの拡充

 ②公共交通の利用促進、効率化

 ４．緑化によるCO2吸収と気候変動への適応  ①緑化事業の推進

 １．市民・事業者への啓発活動・行動変容促進  ①ライフスタイルの転換

 ②ビジネススタイルの転換

 ２．再エネ設備・省エネ設備の普及推進  ①住宅・建物のゼロエミッション化・再エネ自家消費の促進

施策 取り組み内容
基準年度

2019(R1)
現状値

2024(R6)
目標年度

2030(R12)

＜2013年度＞ ＜2022年度実績＞

548千t-CO2 476千t-CO2

1
市民向け啓発活動の実施
<出前講座、イベント、広報記事>

2 回 4 回 5 回

1
事業者向け啓発活動の実施
<支援情報提供、セミナー>

0 回 2 回 4 回

＜2022年度実績＞

60,512 MWh 71,512 MWh

＜2022年度実績＞

17.3% 17.1%

3 バス利用者数 435,721人 445,591人 473,000人/年

4 クーリングシェルター等開設数 0か所 14か所 30か所

2028年度 341千t-CO2
2030年度 296千t-CO2

目標1

全体
糸島市内のCO2排出量

2028年度 141,464MWh
2030年度 163,546MWh

2
市内の電気使用量に占める
再エネ電気の割合

2028年度 32.9%
2030年度 38.0%

2 再エネ発電量
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地球温暖化をはじめとする環境・エネルギー問題に対する市民や事業者の意識を高めることで、

生活様式や事業活動等を見直し、CO２をはじめとする温室効果ガスの排出削減につながる行動変

容を促します。 

 

 取組① ライフスタイルの転換  

◎現状と課題 

○わたしたちの生活は、製造・流通・サービスの提供等、あらゆるエネルギーの消費とCO２の排出を

伴っており、日々の行動とのつながりを意識することが必要です。 

○家庭においては、エネルギーの使用量削減につながる行動や、環境に配慮した製品・サービスを

選択する行動に変化させていくことが求められています。 

 

◎主な取組 

○環境省が提唱しているデコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）やゼロカー

ボンアクション30の考え方を周知し、日常生活におけるCO２削減に取り組みます。 

○脱炭素や環境保全につながる「環境配慮行動」への理解を深める目的として、環境配慮行動にポ

イントを付与する事業（福岡都市圏と共同で実施しているECOチャレンジ応援事業、福岡県スマ

ートフォンアプリ「エコふぁみ」）への参加を促します。 

○節電や公共交通機関の利用等、すぐに取り組める省エネ行動について市民にわかりやすく伝え

ていくため、関係機関や福岡県地球温暖化防止活動推進員等と連携したＰＲ活動、出前講座、市

広報等による情報発信を行います。 

○市内の学校における脱炭素教育を図る場として、市出前講座メニューの活用と連携を促します。 

○社会、地域、環境に配慮した消費行動である「エシカル消費」に関する啓発を行います。 

○食品ロス削減につなげるため、てまえどり（お店の棚の手前にある商品、期限が近づいた商品を選

ぶ行動）やフードドライブ（家庭で余っている食品を社会福祉施設や子ども食堂等に寄付する活

動）を市民に周知します。 

○フードマイレージ（食料輸送距離）の減少によるCO２削減と地元産業の活性化のため、糸島産農

海産物の地産地消を推進します。 

○３Ｒ(ごみの減量＝リデュース・Reduce、再利用＝リユース・Reuse、再資源化＝リサイクル・Recycle)

＋Renewable(＝リニューアブル・再生可能)の推進により、ごみ由来のCO２を削

減するため、民間企業と連携したリユースやリサイクルの取組を実施します。 

○プラスチックごみ減量のため、マイバッグやマイボトルの使用を促します。 

○生ごみ減量と再資源化のため、ごみ減量化器材購入補助を実施します。 

○再エネ・省エネ設備の設置や再エネ由来の電気を購入することでCO２削減に

貢献できることを周知します。 

○市公式WEBサイト上に構築した脱炭素ポータルサイトによる情報発信を積極的に行います。 

施策１ 市民・事業者への啓発活動・行動変容促進 

ダンボールコンポスト 
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 取組② ビジネススタイルの転換  

◎現状と課題 

○環境・社会・ガバナンスの観点から投資先企業を評価して行うＥＳＧ投資が世界的に加速していま

す。また、国は脱炭素・エネルギー安定供給・経済成長を同時に実現するGX（グリーントランスフ

ォーメーション）の方針を示しており、事業者の意識の変化が求められています。 

○事業者に対する脱炭素経営への啓発や、環境への配慮だけでなく経済性も両立できる支援策を

講じることが求められています。 

 

◎主な取組 

○事業者の脱炭素化に関するセミナーを開催し、環境や脱炭素に配慮した経営への変革を促しま

す。また、情報提供にとどまらず、事業者同士のマッチングや相談体制の構築をめざします。 

○クールビズやウォームビズ、テレワークの実施を促進します。 

○市公式WEBサイトに脱炭素化に関するポータルサイトを開設し、事業者に対して脱炭素化に関す

る取組や国・福岡県の相談窓口、国等の補助事業の情報を発信します。 

○自然災害発生時の事業継続や早期復旧をめざすBCP（事業継続計画）において、再エネ設備が

有効である点をふまえ、再エネ設備導入を事業者に検討してもらうよう情報提供を行います。 

○再エネ由来の電気を購入することでCO２削減に貢献できることを周知します。 

○フードマイレージ（食料輸送距離）の減少によるCO２削減と地元産業の活性化のため、市内事業

者による糸島産農海産物の地産地消を推進します。 

○脱炭素へ取り組む市内事業者の取組事例を市民・事業者に発信します。 

 

【脱炭素行動の例】 

 

 

エネルギーを
節約・転換しよう！

太陽光パネル付き・
省エネ住宅に住もう！

CO2の少ない
交通手段を選ぼう！

食ロスをなくそう！

①再エネ電気への切り替え
②クールビズ・ウォームビズ
③節電
④節水
⑤省エネ家電の導入
⑥宅配サービスをできるだけ
　一回で受け取ろう
⑦消費エネルギーの見える化

⑧太陽光パネルの設置
⑨ZEH（ゼッチ）
⑩省エネリフォーム、窓や壁等
　の断熱リフォーム
⑪蓄電池（車載の蓄電池）
　・省エネ給湯器の導入・設置
⑫暮らしに木を取り入れる
⑬分譲も賃貸も省エネ物件を
　選択
⑭働き方の工夫

⑮スマートムーブ
⑯ゼロカーボン・ドライブ

⑰食事を食べ残さない
⑱食材の買い物や保存等での
　食品ロス削減の工夫
⑲旬の食材、地元の食材で
　つくった菜食を取り入れた
　健康な食生活
⑳自宅でコンポスト

環境保全活動に
積極的に参加しよう！

CO2の少ない製品・
サービス等を選ぼう！

３Ｒ（リデュース、
リユーズ、リサイクル）

サステナブルな
ファッションを！

㉚植林やゴミ拾い等の活動 ㉘脱炭素型の製品・サービス
　の選択
㉙個人のＥＳＧ投資

㉔使い捨てプラスチックの
　使用をなるべく減らす。
　マイバッグ、マイボトル等を
　使う
㉕修理や修繕をする
㉖フリマ・シェアリング
㉗ゴミの分別処理

㉑今持っている服を長く
　大切に着る
㉒長く着られる服を
　じっくり選ぶ
㉓環境に配慮した服を選ぶ
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発電時にCO２を排出しない再エネ発電設備や蓄電池の普及を図りつつ、高効率照明・給湯・空

調・エネルギーマネジメントシステム等の省エネ設備の普及を推進します。 

 

 取組① 住宅・建物のゼロエミッション化・再エネ自家消費の促進  

◎現状と課題 

○家庭から排出されるCO２の約70％が電気由来のもので

す。発電や熱利用においてCO２を排出しない再エネ設

備やCO２排出量を削減できる省エネ設備を導入すること

で家庭単位CO２排出量を削減することが重要です。 

○災害時に利用可能な再エネ自立・分散型システムの防

災拠点等への普及も同時に実現することが重要です。 

 

◎主な取組 

○住宅・建物から排出される電気由来のCO２を削減するた

め、戸建住宅や事業所への太陽光発電・蓄電池の設置を推進します。 

○蓄電池は、余剰電力の活用による再エネ自家消費(化石燃料由来の電気使用量削減)によるCO２

削減、近年問題になっている太陽光発電の出力制御への対策、非常時の電源利用等、多くのメリ

ットがあることから、普及を促進します。 

○LED照明や高効率空調・給湯、コージェネレーションシステム（熱電併給システム）等の省エネ設

備の設置を推進します。 

○省エネ性能の高い住宅（ZEH）や建築物（ZEB）の建築を推進します。 

○住宅のZEH化・事業所のZEB化を促進するため、ZEB Ready認定を受けている市庁舎の省エネ性

能や再エネ利用設備に関する情報を、市民や事業所向けに発信します。 

○市公共施設において再エネ・省エネ設備を率先導入し、再エネ自家消費や省エネ向上に取り組

み、市民や事業者への啓発を行います(公共施設への導入目標は、事務事業編で定めます)。 

○糸島市再生可能エネルギー推進基金や国補助金等を財源として活用し、補助事業の実施を検

討します。また、国等の補助事業の情報を発信することで間接的に支援します。 

 

 

出典：資源エネルギー庁WEBサイト 

【ZEH/ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス】 

省エネ・再エネ設備導入により、必要なエネ

ルギーの収支を正味ゼロとする住宅。 

エネルギーの削減幅に応じて、 

Ｎｅａｒｌｙ ＺＥＨ（限りなくゼロに近づける）、 

ＺＥＨ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ（20％以上削減） 

と定義されています。 

施策２ 再エネ設備・省エネ設備の普及推進 

1.34 t-CO2

71%

0.19 t-CO2

10%

0.18 t-CO2

9%

0.18 t-CO2

10%

九州地方の世帯当たり年間エネルギー種別

CO2排出量

電気 灯油 ＬＰＧ ＬＮＧ

環境省・家庭部門の CO2排出実態統計調査<2022>
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 取組② ゼロエミッション系統電源拡大・再エネ地産地消  

◎現状と課題 

○国は第６次エネルギー基本計画において、2030（令和12）年度に電源構成の36～38％を再エネ

でまかなう目標を掲げており、地域の実情に合う再エネ発電を促進する必要があります。 

○市内から市外へ流出しているエネルギー代金は122億円に上ります（2018年地域経済循環分析）。

エネルギーの地産地消によるエネルギー代金の域内循環が求められています。 

○固定価格買取制度により普及した太陽光発電の買取期間終了後の余剰電力や、市の小水力発

電やごみ（バイオマス）発電の電力を地産地消できるしくみの検討が必要です。 

○太陽光発電・蓄電池設置の導入障壁を下げる手法として、初期費用が不要なリースやPPA（電力

購入契約）による「第三者所有モデル」が注目されていますが、市内の事例は少ない状況です。 

 

◎主な取組 

○未利用地やため池等への太陽光発電や農地への営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）の設

置について調査・検討し、自然環境との調和を前提に再エネ発電量の拡大を検討します。 

○太陽光発電等を初期費用０円で導入できるリースやPPA（電力購入契約）等の「第三者所有モデ

ル」に対する国交付金を活用した補助事業等を実施し、普及のきっかけづくりを行います。 

○立地条件や建築物の状態等によって住宅や事業所に再エネ設備を導入できない市民や事業者

についても、再エネ由来の電気を購入することでCO２削減に貢献できることを周知します。 

○再エネの地産地消によりエネルギー代金の域外流出を抑え、地域経済循環を実現するため、市

内の再エネ電力を市内に供給する方法について検討します。 

○市の小水力発電所やごみ発電（バイオマス発電）の電力を地産地消できる方法を検討します。 

○下水処理場の汚泥処理の過程で発生する消化ガスを活用したバイオガス発電等、バイオマス資

源を再エネとして活用する方法について調査・研究します。 

○燃焼時にCO２を排出しない水素は、クリーンな次世代エネルギーです。現在は技術開発が進んで

いる段階ですが、今後の活用について調査・研究します。また、水素生成のために必要なエネル

ギーから排出されるCO２を削減するため、再エネの活用や普及を両輪として取り組みます。 

○市の再生可能エネルギー推進基金や国補助金等を財源として活用し、補助事業の実施を検討し

ます。また、国等の補助事業の情報を発信することで間接的に支援します。 

 

◼ リース事業者が、需要家の住宅の屋根等に
太陽光発電を設置し、維持管理を実施。

◼ 需要家からリース事業者にリース料金を支払。
◼ 発電した電気は需要家自身で消費し、
余剰電力は電力会社に売電。

◼ PPA事業者が、需要家の住宅の屋根等に
太陽光発電を設置し、発電。

◼ 設備は事業者に帰属し、発電した電気は
需要家に有料で供給。

PPA事業者
設置・
運用・
保守

電気利用料

小売電力
事業者

売電

需要家 リース事業者
設置・
運用・
保守

設備借受
リース料金

小売電力
事業者

余剰買取料金

電気利用料
(不足分)

需要家

リースPPA

電気利用料
(不足分)

【第三者所有モデル（初期費用０円導入）の概要】
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 取組③ 事業所・エリアのエネルギーマネジメント  

◎現状と課題 

○住宅や事業所における省エネには、建物内のエネルギー使用量をリアルタイムで可視化するエネ

ルギーマネジメントシステム（EMS）の普及が有効ですが、全国のビル等における普及率は約15％

程度と言われています（2015年、民間企業調べ）。 

○住宅や工場、オフィス等におけるシステム導入が進むことで、地域内においてエネルギー消費最

適化を実現するエネルギーマネジメントシステム（CEMS）の実現が期待されます。 

 

◎主な取組 

○住宅やビル、工場等の建築物におけるエネルギー消費最適化によりCO２排出量を削減するため、

住宅や事業所へのエネルギーマネジメントシステムの普及を進めます。 

○システム設置に関する国等の補助の情報を市民や事業者に向けて発信し、導入を支援します。 

○将来的には系統用蓄電池やＥＶ等の活用も含め、施設間や地域でのエネルギーマネジメントシス

テム（CEMS）の実現をめざします。 

○糸島市再生可能エネルギー推進基金や国補助金等を財源として活用し、補助事業の実施を検

討します。また、国等の補助事業の情報を発信することで間接的に支援します。 

 

 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターWEBサイト 

【HEMS】 

Home Energy Management System（ホームエネ

ルギーマネジメントシステム）の略称です。 

家庭でのエネルギー使用状況を専用のモニタ

ーやパソコン、スマートフォン等に表示することに

で、家庭における快適性や省エネを支援するシ

ステムで、空調や照明、家電製品等の最適な運

用を促すものです。 

事務所等の建築物に導入される同じような役

割の装置はBEMS、工場等の場合はFEMSと呼ば

れます。 
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化石燃料由来のCO２を削減するため、電動車（EV・PHEV・FCV）の普及やEV充電設備の設置を

促進するほか、公共交通機関の利用促進や運行の効率化等に取り組みます。 

 

 取組① 電動車の普及、充電インフラの拡充  

◎現状と課題 

○市では、鉄道沿線やバス路線から離れた地域にも多くの住宅や事業所が所在し、移動手段として

自動車が日常的に多く使用され、運輸部門のCO２排出量が多くなっています。 

○電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）の導入は、自動車から排出されるCO２削減の有効な

手段ですが、高価で普及が進んでいません。 

○ＥＶ充電設備や水素ステーション等のインフラの状況も、普及しにくい一因と考えられています。 

 

◎主な取組 

○電気自動車(EV)やプラグインハイブリッド車（PHEV）、燃料電池自動車(FCV)の導入を促します。 

○市公共施設や民間施設へのＥＶ充電設備の導入を推進します。 

○ＥＶは、蓄電池と同様に災害時に非常電源として利用可能であること、再エネ余剰電力を蓄電す

ることでエネルギーマネジメントにも活用できる点を周知し、導入を促進します。 

○エコドライブ（走行ルートの確認やアイドリングストップ、急発進・急停車をせず燃費がよく安全な運

転等）を心がけるよう啓発します。 

○宅配サービスの利用において、宅配ボックスの設置・利用やコンビニ等における受け取りを啓発し、

再配達によるCO２を削減します。 

○FCV導入の実証を実施するため、近隣地域の水素ステーションとの連携を図ります。 

○ＥＶへの充電を太陽光発電等による再生可能エネルギーで賄うことでCO２排出量がゼロになる「ゼ

ロカーボン・ドライブ」が広まるよう、再エネ設備普及との連携を図ります。 

○糸島市再生可能エネルギー推進基金や国補助金等を財源として活用し、補助事業を実施します。

また、国等の補助事業の情報を発信することで間接的に支援します。 

   

< EV(電気自動車) > 

蓄電池に蓄えた電気でモーターを

回転させて走る自動車。 

< PHEV(ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲｯﾌﾞﾘｯﾄﾞ車) > 

蓄電池に外部から給電できるハイ

ブリッド車。蓄電池に蓄えた電気で

モーターを回転させるか、ガソリン

でエンジンを動かして走る。 

< FCV(燃料電池自動車) > 

充填した水素と空気中の酸素を反

応させて、燃料電池で発電し、その

電気でモーターを回転させて走る

自動車。 

出典：環境省「ゼロカーボン・ドライブ」 

施策３ モビリティの低炭素化 
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 取組② 公共交通の利用促進、効率化  

◎現状と課題 

○バスやトラック等の大型車両は、自家用車以上に低炭素化が課題となっています。 

○直近の市民満足度調査では、公共交通の利便性の向上が求められています。地域の公共交通

の維持・利便性の向上は、全国共通の困難な課題です。 

○公共交通機関や徒歩等での移動が可能な場合は、自動車を利用しない心がけが求められます。 

 

◎主な取組 

○市内におけるノーマイカーデーや公共交通機関利用の呼びかけを行います。 

○移動にあたっては、可能な範囲で徒歩や自転車を選択する市民が増えるよう、

環境面や経済面、健康面のメリットを周知します。 

○自家用車から公共交通への行動変容施策について調査を実施します。 

○既存バス路線から離れている地域において、地域ボランティアによって運行されている「自主運行

バス」の周知と利用促進を図ります。 

○2021（令和３）年に市内で運行を開始したオンデマンドバス（事前予約制の乗合バス。運行ルート

効率化やバス停以外への停車等、利便性も向上した新しい形態の公共交通）は順次エリアを拡

大していますが、一層の利用促進に取り組みます。 

○CO２削減につながる新たなモビリティの導入調査を実施します。 

 

 

森林の持つCO２吸収等の公益的機能を持続することを目的に、間伐等による森林の整備、森林

づくり活動への支援や担い手の育成を行います。 

気候変動の影響を受けるさまざまな分野において市民生活を維持するため、今後の課題や施策

の方針を検討し、順次取り組みます。 

 

 取組① 緑化事業の推進  

◎現状と課題 

○森林の持つ公益的機能を持続するためには、間伐等による森林の整備、森林づくり活動への支

援や担い手の育成が必要です。 

○まちの緑の空間を創造するために、公共施設を率先して緑化することで、地域の緑化を推進し、

CO２吸収源として強化していくことが重要となります。 

 

◎主な取組 

○農力を育む基本計画や森林整備計画に基づいて、緑の保全・育成に取り組みます。 

○多面的機能を持つ農地や森林の保全のための取組を支援し、CO２吸収源となる緑地空間を創出

し、まちの緑の保全に努めます。 

施策４ 緑化による CO２吸収と気候変動への適応 
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○間伐、伐採、植林等の森林の持つ公益的機能を持続するための取組を支援し、生態系の基盤や

水源、CO２吸収源となる森林の保全に努めます。 

○街路樹は街並みを整えるだけでなく、木陰による夏の日差しの緩和や周囲の気温上昇抑制による

ヒートアイランド現象の緩和、CO２吸収等の機能を有しており、適正な管理を行います。 

○市民や環境サポーター等と協働し、植林や美化の取組による森林の育成・適正管理を進めます。 

○森林等によるCO２吸収量のクレジット化（グリーンカーボン）や海藻類によるCO２吸収量のクレジッ

ト化（ブルーカーボン）について検討します。 

 

【 Ｊ－クレジット制度 】 

J－クレジット制度とは、再エネ・省エネ設備導

入によるCO２の排出削減量や森林経営等の取組

によるCO２の吸収量をクレジットとして国が認証

し、取り引きされるものです。取引によって、国内

での資金循環を促すことで環境と経済の両立を

めざしています。 

J－クレジット創出者は、クレジットの売却で資金

を得ることでさらなるCO２削減・吸収の取組や地

域活性化等に活用でき、Ｊ－クレジット購入者は環

境貢献企業としてのＰＲ、日本各地の森林保全活

動や省エネ活動を後押しすることができます。 
 

 

 取組② 気候変動適応への取組  

◎現状と課題 

○近年、豪雨や台風の大型化等による風水害、猛暑による熱中症リスク等、気候変動の影響と考え

られる事象が多く見られており、さまざまな問題を引き起こしています。 

○気候変動は、農林水産業、自然生態系、自然災害、健康等、あらゆる分野で対策を講じる必要が

あります。 

○温室効果ガスの削減等の「緩和策」を講じている間も気候変動は一定進むものと考えられており、

その影響は続くと予測されるため、「適応策」の実施も同時に求められています。 

 

◎主な取組 

○農林水産業では、気候変動による農作物の品質低下や生育障害が懸念されます。関係機関と連

携し、高温に耐性を持つ品種や栽培等の技術の情報把握に努めます。 

○自然生態系では、気候変動による生態系への影響が懸念されるため、自然環境調査の実施の検

討や特定外来生物、有害鳥獣の防御対策を推進します。 

○自然災害については、河川・土砂災害、浸水被害等の発生頻度の増加と被害拡大が懸念される

ため、水害リスクの軽減を図る施設整備や地域防災計画に基づく減災・防災の取組を推進します。 
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○健康分野では、熱中症患者の増加が懸念されます。そのため、熱中症予防知識の啓発の強化や

熱中症特別警戒アラートが出された際の情報提供体制の確立、官民施設での指定暑熱避難施

設(クーリングシェルター)等の開設を行います。また、本来は熱帯地域に生息する蚊等による感染

症発生リスクに備え、感染症に関する情報収集等を行います。 

○これらの取組は、それぞれの分野別計画との整合を図りながら進めていきます。 

 

『熱中症特別警戒アラート』と『指定暑熱避難施設(クーリングシェルター)』 

【熱中症警戒アラート】 

都道府県内の「暑さ指数情報提供地点」のいずれかで、翌日・当日のWBGT（日最高暑さ指数）

が33に達する場合に発表されます。熱中症の危険性に対する「気づき」を促すものです。 

 

【熱中症特別警戒アラート】 

都道府県内の「暑さ指数情報提供地点」の全てで、翌日のWBGTが35に達する場合等に発表さ

れます。過去に例のない危険な暑さとなり、人の健康に係る重大な被害が生じるおそれがある場合

に出されるもので、危険な暑さから命を守っていただくことを目的としています。 

 

【指定暑熱避難施設(クーリングシェルター)】 

市町村長が市町村内の施設を指定暑熱避難施設として

指定している場合、熱中症特別警戒アラートが発表されると

開放される施設で、一時的に暑さから避難してもらう目的で

設置されます。『クーリングシェルター』とも呼ばれます。 

市では、R6年度末現在、14の公共施設を指定しており、

民間施設への拡大も進めています。 

クーリングシェルター「涼み処」  
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糸島市ゼロカーボンシティ宣言 

 

近年、地球温暖化に起因すると考えられる気候変動により、記

録的な豪雨や台風被害の激甚化、猛暑等の深刻な事態が多く発

生し、その対策は世界的な喫緊の課題となっています。 

このような状況の中、2020年、我が国は2050年までに地球温

暖化の原因とされる温室効果ガスの排出を実質ゼロとするカー

ボンニュートラルの実現を目指して取り組むことを国内外へ宣

言しました。 

糸島市でも2022年1月に「地域再生可能エネルギー導入戦略」

を策定し、市内における再生可能エネルギー利用設備の普及を

中心に取組を進めてきました。しかし、カーボンニュートラル実

現に向けた取組は、今後も長く続く険しい道のりでもあります。 

糸島市の誇りである豊かな自然の恵みや快適な生活環境を次

世代に継承していくためには、行政・市民・事業者等が一体とな

って取組を続ける必要があります。 

わたしたち糸島市は、2050年までに「ゼロカーボンシティの

実現」を目指すことをここに宣言します。 

 

2026年１月１日 
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１．事務事業編の目的と基本的事項 

 

（１）本計画の位置づけと目的 

この計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律(以下、「温対法」といいます。)第21条第１項

に基づく地方公共団体実行計画(以下、「事務事業編」といいます。)であり、市の事務・事業にお

ける温室効果ガス排出量の削減目標や取組の方針を定めるものです。 

 

（2）対象となる範囲 

市が実施する事務・事業を対象とします。 

 

（3）計画期間 

事務事業編の計画期間は、区域施策編と同じく2021(令和３)年度から2030(令和12)年度までと

します。 

 

 

（４）基準年度と目標年度 

2021（令和３）年３月に策定した市の事務事業編では、基準年度を2019（令和元）年度、目標年

度を2030（令和12）年度として設定していました。 

しかし、市の計画策定後、国の「政府の事務・事業による温室効果ガス排出削減等の実行計画

(以下、「政府実行計画」といいます。)」の改定が行われ、政府の事務・事業により排出される温室

効果ガスについて、2030（令和12）年度までに2013（平成25）年度比で50％削減する目標が設定

されました。 

このことから、2024(令和６)年度の改定時、市においても国に準じて基準年度を2013（平成25）

年度、目標年度を2030（令和12）年度として再設定しています。 

 

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年

(令和2年) (令和3年) (令和4年) (令和5年) (令和6年) (令和7年) (令和8年) (令和9年) (令和10年) (令和11年) (令和12年) (令和13年)

反映

第2次糸島市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 前期

次期計画第2次糸島市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 後期

第2次糸島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 前期

第2次糸島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 後期

一部改定

次期計画一部改定

第2次糸島市環境基本計画 前期 第2次糸島市環境基本計画 後期 次期計画

★カーボンニュートラル宣言

第１次

第１次

第１次

★地球温暖化対策推進法の改正

★地球温暖化対策計画の閣議決定

糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略 (2050年までの糸島市のロードマップ。2030年に中間見直し)

第２次糸島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 
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（５）対象とする温室効果ガス 

事務事業編において対象とする温室効果ガスは、温対法で定めるCO２(二酸化炭素)やCH４(メ

タン)、N２O(一酸化二窒素)等の７種類のうち、排出量の多くを占めるCO２とします。 

 

（6）温室効果ガスの算定方法 

市では、前期計画までは「算定・報告・公表制度※1」に基づく年１回の定期報告の際に、公共施

設におけるエネルギー種類別の使用量を収集し、国が定めるエネルギー種類別の排出係数※2を

乗じてCO２排出量を算定し、市の事務・事業によるCO２排出量としていました。 

しかし、算定・報告・公表制度と異なり、温対法に基づく事務事業編では「温室効果ガス総排出

量」に公用車や渡船等の燃料使用によるCO２排出量も含むこととされています。これまで公用車

や渡船等のCO２排出量を算定していなかったため、後期計画から新たに加算します。 

ただし、基準年度である2013(平成25)年度の燃料使用量を把握する資料が現存しないため、

2024(令和６)年度の燃料使用量を各年度の推計値として扱います。 

 

 

※1…算定・報告・公表制度は、基準値以上のエネルギー使用事業所に対し、年１回、国へのエネルギー使用量等の報

告が義務付けられている制度。 

※2…排出係数とは、エネルギー使用により排出される単位あたりの温室効果ガスの量を示す値。国が公表する。ただし、

電気の場合、小売電気事業者ごとに発電方法の構成が異なることから、事業者ごとに排出係数が定められる。 

 

 

 

2013年度の公共施設のエネルギー由来CO2排出量

20,568 トン-CO2

2013年度の事務事業によるエネルギー由来CO2排出量(推計)

21,095 トン-CO2

2024年度の公用車等の燃料によるCO2排出量

527 トン-CO2

＋

基準年度のCO２排出量

■事務事業編と算定・報告・公表制度における算定範囲の相違 
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２．糸島市の現状 

 

（1）CO２排出量の推移 

市の事務・事業に伴うエネルギー起源CO２排出量は、基準年度の2013(平成25)年度において

21,095トン-CO２です。その後CO２排出量の減少が続き、2023(令和５)年度においては13,588トン-

CO２まで減少しています(約36％減)。 

2013(平成25)年度以降、電気事業者の排出係数が大きく低下したことが電力の使用に伴うCO２

排出量の減少に大きく影響しています。しかし、近年は電気事業者の排出係数の低下が緩やかと

なり、それに伴ってCO２排出量も緩やかに増減している状況が続いています。 

 

 

 

◆電気事業者別排出係数の増減の影響 

電気の使用に伴うCO２排

出量は、電気事業者別排出

係数に電気使用量（kWh）を

掛けて計算されます。この排

出係数には基礎排出係数と

調整後排出係数の２種類が

あり、この計画では基礎排出

係数を用いて計算していま

す。このグラフは、九州電力の基礎排出係数の推移を示すものです。 

排出係数は、年度ごとの電気事業者の電源構成によって決まるしくみであるため、仮に同じ

電力使用量であっても年度によってCO２排出量が変動します。 

そのため、CO２排出量だけでなく電気使用量にも着目して双方の削減を図っていくことが求

められます。 

※市では、国による排出係数の公表時期等を考慮し、各年度の算定は前年度に公表された排出係数を用います。 

 

21,095

13,829 14,243 14,556
13,077 13,588

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2013

(H25)
2019

(Ｒ元)

2020

(Ｒ2)

2021

(Ｒ3)

2022

(Ｒ4)

2023

(Ｒ5)

本市の事務・事業における

エネルギー起源CO2排出量の推移
トン-CO2

0.613
0.584

0.509
0.462
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0.319
0.344 0.365

0.296

0.407

0.000

0.100

0.200
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九州電力の基礎排出係数の推移
kg-CO2/kWh

※上記には公用車・渡船による CO２排出量の推計値を含んでいます。 
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（2）エネルギー使用量の推移から見る糸島市の現状と課題 

A表は、市の事務・事業により使用する様々なエネルギーの使用状況を比較するため、使用量

の単位(kWh、ｔ、kℓ)を熱量(GJ)に換算したものです。 

2019(令和元)年度においては、電気によるエネルギー使用量が全体の65％、ごみ処理施設(糸

島市クリーンセンター)の燃料として用いられる石炭コークスのエネルギー使用量が20％以上を占

めており、この２種類のエネルギーの削減を重点的に取り組む必要性がわかります。 

 

 

B表は、2019(令和元)年度以降のエネルギー種別の使用量の推移を示すものです。熱量換算

と同様に、近年、電気や石油ガスの使用量が増加傾向であることがわかります。 

石炭コークスは、2019(令和元)年度以降、運用改善の効果で約30％も減少しています。その一

方で電気は約7.5％増加しています。新型コロナウイルス感染症の発生後、空調や換気の徹底等

による消費電力の増加等が原因と考えられますが、節電につながる省エネ行動やLED照明の導

入による省エネルギーの取組を強化する必要があります。 

 

 

 

 

①電気 148,330 GJ 147,063 GJ 157,096 GJ 172,056 GJ 140,530 GJ

②石炭コークス 68,796 GJ 68,620 GJ 64,268 GJ 57,859 GJ 47,473 GJ

③灯油 10,422 GJ 9,872 GJ 11,010 GJ 8,882 GJ 12,257 GJ

④石油ガス 4,775 GJ 6,350 GJ 7,014 GJ 6,400 GJ 4,978 GJ

⑤Ａ重油 938 GJ 1,564 GJ 1,286 GJ 1,603 GJ 1,525 GJ

⑥軽油 75 GJ 75 GJ 75 GJ 75 GJ 75 GJ

⑦軽油（公用車・渡船） 5,052 GJ 5,052 GJ 5,052 GJ 5,052 GJ 5,052 GJ

⑧ガソリン 2,699 GJ 2,699 GJ 2,699 GJ 2,699 GJ 2,699 GJ

合　計 241,087 GJ 241,295 GJ 248,500 GJ 254,626 GJ 214,589 GJ

2022
(R4)

2023
(R5)

【A表：エネルギー別使用量の推移(熱量換算)】

エネルギーの種類
2019
(R元)

2020
(R2)

2021
(R3)

①電気 15,129 MWh 15,001 MWh 16,013 MWh 17,619 MWh 16,265 MWh

②石炭コークス 2,340 t 2,334 t 2,186 t 1,968 t 1,637 t

③灯油 284 kℓ 269 kℓ 300 kℓ 242 kℓ 334 kℓ

④石油ガス 94 t 125 t 138 t 126 t 98 t

⑤Ａ重油 24 kℓ 40 kℓ 33 kℓ 41 kℓ 39 kℓ

⑥軽油 2 kℓ 2 kℓ 2 kℓ 2 kℓ 2 kℓ

⑦軽油（公用車・渡船） 134 kℓ 134 kℓ 134 kℓ 134 kℓ 134 kℓ

⑧ガソリン 78 kℓ 78 kℓ 78 kℓ 78 kℓ 78 kℓ

【B表：エネルギー別使用量の推移】

エネルギーの種類
2019
(R元)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

※公用車・渡船の熱量換算値は、2024 年度の実績値を各年度の推計値として記載しています。 

※公用車・渡船のエネルギー使用量は、2024 年度の実績値を各年度の推計値として記載しています。 
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３．CO２排出量削減目標 

 

（１）削減目標①・CO２排出量削減目標 

市の事務・事業におけるエネルギー起源CO２排出量削減目標は、政府実行計画に準じ、2030

（令和12）年度までにエネルギー起源CO２排出量を基準年度に比べて50％削減する目標とします。 

 

 

 

 

（2）削減目標②・エネルギー種別の使用量削減目標 

CO２排出量は排出係数の変動によって影響されることから、直近３か年のエネルギー使用量の

推移をもとにエネルギー種別の使用量削減目標を市独自の目標として設定します。 

 

※②石炭コークスは算定・報告・公表制度の排出係数を準用。その他は法による事務事業編用の排出係数を使用。 

単位：トン-CO2

2013(H25)
＜基準年度＞

2030(R12)
＜目標年度＞

10,547

（50%削減）

【CO2排出量削減目標・事務事業編】

市事務・事業の
エネルギー起源CO2排出量

21,095

21,095

10,547

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2013(H25)

＜基準年度＞

2030(R12)

＜目標年度＞

CO2排出量削減目標・事務事業編
トン-CO2

対基準年度

50％削減

①電気 16,013 MWh 17,619 MWh 16,265 MWh 16,632 MWh 10,800 MWh 35.1% 3,736 t-CO2

②石炭コークス 2,186 t 1,968 t 1,637 t 1,930 t 1,700 t 11.9% 5,404 t-CO2

③灯油 300 kℓ 242 kℓ 334 kℓ 292 kℓ 216 kℓ 26.0% 537 t-CO2

④石油ガス 138 t 126 t 98 t 121 t 104 t 14.0% 311 t-CO2

⑤Ａ重油 33 kℓ 41 kℓ 39 kℓ 38 kℓ 31 kℓ 18.4% 84 t-CO2

⑥軽油 2 kℓ 2 kℓ 2 kℓ 2 kℓ 1.6 kℓ 20.0% 4 t-CO2

⑦軽油（公用車、渡船） 134 kℓ 134 kℓ 134 kℓ 134 kℓ 127 kℓ 5.2% 328 t-CO2

⑧ガソリン 78 kℓ 78 kℓ 78 kℓ 78 kℓ 62 kℓ 20.5% 143 t-CO2

左記の
CO2排出量

※電気の排出係数は、直近5年の平均値

【エネルギー種別の使用量削減目標】

エネルギーの種類
2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

直近３年
平均

2030
(R12)

直近3年から

の削減率
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電気については、太陽光発電設備・省エネ設備の導入等の技術的な対策が確立されているた

め、特に積極的に削減を進め、直近３か年との比較で約35％の削減をめざします。 

石炭コークス、灯油、石油ガス、Ａ重油、軽油については、設備の運用改善等により、直近３か

年との比較で約12～26％の削減をめざします。なお、石炭コークスは全量がごみ処理施設で使わ

れているものです。現設備の更新については別途検討することになるため、当面はごみの減量や

運用改善による削減をめざします。 

新たに算定した公用車や渡船の燃料については、電動車の導入等による燃料使用量削減によ

り、直近３か年との比較で約20％の削減をめざします。なお、渡船は目標年度までに更新の予定

がないこと、消防車は電動車の普及等が今後期待されている段階であること等を踏まえ、運用改

善による削減や情報収集等を行います。 

いずれの場合も削減状況を毎年点検しながら、必要に応じて施策の見直しや追加を行います。 

 

４．目標実現のための取組 

 

（1）政府実行計画との関連 

国の地球温暖化対策計画では「地方公共団体は国が政府実行計画に基づき実施する取組に

準じて、率先的な取組を実施する」と示されています。 

市でも、政府実行計画の取組内容を参考に、市の状況に合わせて方針を定めます。 

 

 

 

 

 

 

主な取組 目標

太陽光発電の
最大限導入

2030年度には設置可能な建築物（敷地を含む。）の約50％以上に太陽
光発電設備を設置することを目指す。

建築物における
省エネルギー対策の
徹底

今後予定する新築事業については原則ZEB Oriented 相当以上とし、
2030年度までに新築建築物の平均でZEB Ready 相当となることを目
指す。

電動車の導入
代替可能な電動車（EV、FCV、PHEV、HV）がない場合等を除き、新規導
入・更新については2022年度以降全て電動車とし、ストック（使用する公
用車全体）でも2030年度までに全て電動車とする。

LED照明の導入
既存設備を含めた政府全体のLED照明の導入割合を2030年度までに
100％とする。

再生可能エネルギー
電力調達の推進

2030年度までに各府省庁で調達する電力の60％以上を再生可能エネ
ルギー電力とする。

廃棄物の3R＋
Renewable

プラスチックごみをはじめ庁舎等から排出される廃棄物の3Ｒ
+Renewableを徹底し、サーキュラーエコノミーへの移行を総合的に推
進する。

◆政府実行計画の主な取組と目標
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（2）施策の体系 

市の事務・事業によるエネルギー起源CO２の排出量削減目標を達成するため、４つの施策を定

め、６つの取組を行います。 

 

 

（3）計画指標 

 

※設置可能な公共施設への太陽光発電導入割合の母数(施設数)は、公共施設の新設や廃統合等

のほか、具体的な設置検討を行う際の可否判定、今後の設置可能性調査の結果等の要因により

増減することが考えられます。 

※事務事業によるCO２排出量の進捗管理は、庁内へのエネルギー使用量の調査をもとに行うことに

なっていますが、各年度の実績値の収集時期と、市の取組結果の評価を行う年度にタイムラグが

生じるため、以下のとおり対応します。 

①市事務・事業のエネルギー起源CO２排出量の2030(令和12)年度目標は10,547t-CO２としますが、

2030(令和12)年度取組結果の評価を行う2031(令和13)年時点の最新データが2029(令和11)年度

実績値となる見込であるため、2029(令和11)年度時点の目標を10,981t-CO２と定め、その時点で

の達成度を評価します。 

②市公共建築物における電力使用量についても①と同様に目標の併設と評価を行います。 

 

 

 

 ①公用車の電動化

 ８．廃棄物対策の取組
　　 (3R＋Renewableの積極的な推進)

 ①職員による省資源の実践

 ５．公共施設における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ利用の推進  ①公共施設における再生可能エネルギー設備の導入

 ②公共施設における再生可能エネルギー電力の調達

 ６．公共施設における省エネルギーの徹底  ①公共施設における省エネルギー設備の導入

 ②職員による省エネ行動の実践

 ７．公用車の電動化

施策 取り組み内容
基準年度

2019(R1)
現状値

2024(R6)
目標年度

2030(R12)

＜2013年度＞ ＜2023年度実績＞

21,095t-CO2 13,588t-CO2

5
設置可能な公共施設への
太陽光発電導入割合 ※

26.3 % 41.4 % 50.0 %

＜2023年度実績＞

15,129 MWh 16,265 MWh

6
クリーンセンターの
石炭コークス使用量

2,340 t 1,640 t 1,700 t

7 公用車における電動車導入割合 0 % 7 % 50 %

8 市庁舎コピー用紙の購入枚数削減 － 7,518,000 枚 6,014,400 枚

6
市公共建築物における
電力使用量

2029年度 11,579 MWh
2030年度 10,800 MWh

目標1

全体

市事務・事業の
エネルギー起源CO2排出量

2029年度 10,981t-CO2
2030年度 10,547t-CO2



- 48 - 

 

公共施設の電力に由来するCO２排出量を削減するため、再生可能エネルギー設備の導入を引き

続き推進します。また、公共施設で購入する電力については、再エネ由来電力の調達や市が保有

する発電施設による電力の活用を検討します。 

 

 取組① 公共施設における再生可能エネルギー設備の導入  

◎主な取組 

○政府実行計画に準じ、設置可能な公共施設※1の50％以上に太陽光発

電設備を導入します。 

○設備導入時には国等の補助事業を積極的に活用するほか、初期費用

がかからないＰＰＡ/リース※2による導入を進めます。 

○避難所や防災拠点として位置づけられている施設への設置を優先し

て実施し、災害に強いまちづくりにつなげます。 

○市庁舎に新たに導入した地中熱利用設備の効果等について市民に周知します。 

※1…本計画においては、太陽光発電設置可能性調査を実施した施設を原則として「設置可能な

公共施設」として位置づけます。未調査の施設は今後の調査結果によって追加します。 

※2…PPA/リース、自己所有設置等の太陽光発電設置方法の違いは以下のとおり。 

 

 

 

 取組② 公共施設における再生可能エネルギー電力の調達  

◎主な取組 

○政府実行計画に準じ、公共施設で調達する電力を再生可能エネルギー電力等のCO２排出ゼロ

電力（発電によりCO２を排出しない電力）へ順次切り替えます。また、市単独の調達だけでなく、環

境経営に取り組む地域の事業者との共同調達も視野に検討します。 

○エネルギーの地産地消とエネルギー代金の域外流出防止のため、市のごみ発電や小水力発電

による電力の公共施設への供給方法(自治体新電力による供給、自己託送、自営線による供給

等)について調査・研究し、最適な方法で実行します。 

◼ 自治体が設置事業者に発注して施設の屋
根等に太陽光発電を設置。

◼ 設備は自治体に帰属し、発電した電気は自
治体が自家消費、余剰電力は電力会社に
売電。

◼ 設備導入時に費用が発生する。

◼ リース事業者が、自治体の施設の屋根等に
太陽光発電を設置し、維持管理を実施。

◼ 自治体からリース事業者にリース料金を支払。
◼ 発電した電気は自治体が自家消費、余剰電
力は電力会社に売電。

◼ 初期費用はかからない。

◼ PPA事業者が、自治体の施設の屋根等に太
陽光発電を設置し、発電。

◼ 設備はPPA事業者に帰属し、発電した電気
は自治体に有料で供給。

◼ 初期費用はかからない。

設置事業者

小売電力
事業者

設置
自治体

電気利用料
(不足分)

余剰買取料金

PPA事業者
設置・
運用・
保守

電気利用料

小売電力
事業者

売電

自治体 リース事業者
設置・
運用・
保守

設備借受
リース料金

小売電力
事業者

余剰買取料金

電気利用料
(不足分)

自治体

自己設置 リースPPA

設置代金

電気利用料
(不足分)

施策５ 公共施設における再生可能エネルギー利用の推進 
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公共施設における省エネルギー設備の導入、新築時のZEB化、既存設備の運用改善のほか、職

員の省エネルギー行動によるエネルギー使用量削減をめざします。 

 

 取組① 公共施設における省エネルギー設備の導入  

◎主な取組 

○既存設備の運用改善により、省エネルギー対策を推進します。 

○空調や給湯設備等の設備更新時は、省エネルギー効果の高い機器を導入します。 

○政府実行計画に準じ、2030(令和12)年度までに公共施設の照明をLEDに更新します。 

○省エネルギー設備の導入にあたっては、省エネ診断の受診、初期費用がかからないリースや

ESCO事業※等の活用を検討し、実効性の高い取組を行います。 

○政府実行計画に準じ、公共施設を新築する際には原則としてZEB Oriented以上とし、2030年度ま

でに新築施設の平均でZEB Ready以上とします（ZEBの解説は区域施策編P33参照）。 

※ESCO…省エネ改修を事業者が実施し、その費用を光熱水費削減額で賄う契約。契約満了後、

導入設備は顧客に譲渡。診断・設計･施工・運転･維持管理等のサービスを包括して提供する。 

 

 取組② 職員による省エネ行動の実践  

◎主な取組 

○クールビズやウォームビズの励行、空調の適正な温度設定を行います。 

○不要な照明の消灯や電気製品のこまめな電源オフにより、節電を徹底します。 

○オンライン会議の積極的な活用による効率化、移動に伴うCO２排出量の削減に努めます。 

○計画的な定時退庁の実施により超過勤務を縮減し、夜間のエネルギー使用量を削減します。 

○移動の際は公共交通機関を積極的に利用し、公用車を使用する際もエコドライブを実践します。 

○エネルギー使用量を登録することでCO２排出量を算定するシステム(環境省提供のLAPSS等)を利

用することで、施設の担当職員が状況を把握しやすく可視化する環境をつくります。 

 

 

区分 取組の内容

空調
空調温度設定の適正化、会議室等における在室時以外の停止、換気運転の適正化、
クールビズ・ウォームビズの実施、フィルター清掃等のメンテナンスの徹底

照明 利用されていない場所・時間帯における消灯

エレベーター エレベーターの適正使用・階段使用の励行、利用の少ない時間帯における一部停止

設備・機器 OA機器の適正使用、使用しない時間帯における電源オフ、待機電力のカット

働き方、移動
定時退庁の促進、オンライン会議の活用、エコドライブの推進、電動車の運行優先、
出張時の公共交通利用

エネルギー管理 エネルギー使用に伴うCO2排出量の管理システムの活用による省エネ意識向上

◆省エネ行動に関する取組の例

施策６ 公共施設における省エネルギーの徹底 
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代替可能な電動車(EV、PHEV、FCV、HV)がない場合を除き、車両更新や新規導入は原則として

電動車とし、燃料由来のCO２排出量を削減します。 

 

 取組① 公用車の電動化  

◎主な取組 

○代替可能な電動車がない場合を除き、公用車の車両更新・新規導入時は原則として電動車を選

定し、2030年度までに電動車に代替可能な公用車の50％以上を電動車に更新します。 

○保有しているガソリン公用車は使用を継続しますが、電動車を優先して運行することで、可能な限

りガソリン車の使用頻度を減らします。 

○福岡県が計画している燃料電池自動車(FCV)の普及と連携した取組を行います。 

○災害等が発生したときは、状況に応じて避難所等へ電動車を派遣し、電源として活用します。 

 

 

職員の環境に対する意識啓発を進めることで、資源の再利用やペーパーレス等の省資源化の行

動を率先し、ごみ減量の視点からCO２排出削減に取り組みます。 

 

 取組① 職員による省資源の実践  

◎主な取組 

○リデュース(ごみの減量）・リユース(再利用）・リサイクル（再資源化）の３Ｒに加え、リニューアブル

(再利用可能な代替素材を使用)を推進します。 

○使用済の紙類の再利用や庁内ネットワークを活用した不用品の再利用を心がけます。 

○ごみの分別を徹底するとともに、資源回収ボックス等を利用して再資源化を促進します。 

○ペーパーレス会議システムを活用し、各職場での用紙の節減に取り組みます。 

○マイボトルの持参を促し、ペットボトル等のプラスチックごみを削減します。 

○エコマーク製品等、グリーン購入法に適合した環境への負荷が少ない製品を選ぶよう努めます。 

○ごみ処理施設溶融炉から排出される溶融スラグの再資源化を推進します。 

○市内の牡蠣小屋から排出される牡蠣殻を、ごみ処理施設溶融炉の塩基度調整剤として利用し、

地域における資源循環を行います。 

区分 取組の内容

紙類の削減
両面コピー・裏紙利用の徹底、デジタル化によるペーパーレスの促進、
庁内システムの活用

リサイクル、
再利用

雑紙・コピー用紙等の資源化、ごみの分別・資源化の促進、
封筒、ファイルなどの再利用、情報共有による不用品の活用

物品購入 グリーン購入の推進

◆省資源につながる行動の例

施策７ 公用車の電動化 

施策８ 廃棄物対策の取組(3R＋Renewable の積極的な推進) 
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目標２ 豊かな自然と恵みを未来へつなぐ 

【糸島市生物多様性戦略】 自然環境 

 

地球上の生物は約40億年をかけてさまざまな環境に適応しながら進化してきました。現在、未知

のものを含めると推定約3,000万種の生物が生息していると言われています。これらには一つひとつ

に個性があり、全て直接的・間接的に支え合って生きています。 

市は、日本屈指の好漁場である玄界灘に面し、南部には脊振山系、中央部には農業に適した肥

沃な糸島平野が広がる等、福岡市近郊で利便性の高い都市圏にありながら豊かな自然に恵まれて

います。これらの自然と共生する生活環境だけでなく、豊富な農林水産物や風光明媚な観光地等の

「糸島ブランド」が全国に知られるようになっていますが、これらは「生物多様性」に支えられています。 

目標２では、豊かな自然で形成された生態系と、そこに息づいている多様な生物を大切な財産と

認識して「豊かな自然と恵みを未来へつなぐ」ことをめざします。 

 

１．計画策定の背景 

 

（１）生物多様性とは 

生物多様性とは、動植物等の種類が多いことだけを意味するものではありません。生物たちの

豊かな個性とつながりのことを指しています。生物多様性には、「生態系の多様性」「種の多様性」

「遺伝子の多様性」の３つがあります。 

 

【①生態系の多様性】 

森林、草原、河川、農地、海等の生態系の種類を指します。生物の中には、森林にすむ生物、

草地にすむ生物、海にすむ生物等がいて、生態

系の種類が多いほど、さまざまな生物が生息・生

育できます。 

 

【②種の多様性】 

動植物、昆虫、菌類等、多様な種類の生物が

いることを指します。植物は土の栄養を吸収して

成長します。植物の葉や実を昆虫や鳥、動物等

が食べ、それらをまた別の動物や鳥等が食べて

います。そして、動物の死骸や落ち葉等は土の

栄養になります。このように生物は複雑に関係し

合っています。そのため、種の多様性が失われ

ると、多くの種の絶滅につながります。 
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【③遺伝子の多様性】 

同じ種の生物でも、遺伝子の違いによって個体や地域ごとに色や

形、大きさ等の違いがあることを指します。 

たとえば、アサリの場合、同じアサリでも殻の色や模様が違います。

同じ種でも遺伝子に多様性があることで、さまざまな環境や変化に合

わせて生き残ることができます。                        アサリの殻（環境省WEBサイト） 

 

（2）生物多様性の恵み 

生物多様性は、わたしたちに多くの恵みをもたらしています。 

【①生物が生み出す大気と水（基盤サービス）】 

植物が光合成で酸素を出し、森林が水循環のバランスを整える等、生物の生存基盤は多くの

生物の営みに支えられています。 

 

【②暮らしの基礎（供給サービス）】 

生物多様性は、食料だけでなく、紙、繊維、木材、薬品等、さまざまな物を供給しています。 

また、生物の遺伝情報が農・漁業や医療等の分野で活用される例もあるほか、動物等の形態を

参考に設計された乗り物や道具等もあります。 

 

【③文化の多様性を支える（文化的サービス）】 

魚釣りや海水浴、登山等の自然を楽しむこと、地域の自然に根ざした食文化、信仰や慣習等が

挙げられます。 

 

【④自然に守られるわたしたちの暮らし（調整サービス）】 

森林がしっかりと根付くことによって土砂崩れ等を防ぐ、水が浄化される等、わたしたちの暮らし

を守ることにつながります。 

 

（3）生物多様性が直面する４つの危機 

生物多様性は、次の４つの危機に直面しています。 

【①第１の危機：開発等の人間活動による危機】 

人間の活動が引き起こした要因によるもので、開発等による生息・生育地の減少、環境の悪化、

生物の乱獲等による個体数減少等によるものです。 

 

【②第２の危機：自然に対する働きかけの縮小による危機】 

自然に対する人間の働きかけが減ることによるものです。例えば、農地や水路、ため池、山林等

が人によって管理されなくなった結果、その環境を好む生物が減少します。 

また、シカやイノシシ等の個体数の増加、分布域の拡大により、農林業被害や生態系への影響

が問題となっています。 
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【③第３の危機：人間により持ち込まれたものによる危機】 

人間によって持ち込まれた外来種や化学物質等による生態系への

影響です。外来種が在来種を食べたり、その生息・生育場所を奪った

りする等の影響を及ぼします。近年、海洋プラスチックごみによる生態

系への悪影響も懸念されています。 

 

【④第４の危機：地球環境の変化による危機】 

気温や海水温の上昇、降水量の変化、強い台風の頻度が増す等

の気候変動により、生息・生育できなくなる生物も出てきています。 

また、海洋の酸性化等の影響も懸念されています。 

 

（4）生物多様性保全に対する国内外の状況 

生物多様性がもたらす恵みは多岐にわたっており、わたしたちが生きていくためにはどれも欠か

すことができません。それによって成り立っている豊かな生活を次代に引き継ぐためには、現状の

保全と、持続可能なかたちで利用していく社会を創り出すことが求められます。 

しかし、人間活動の影響により、多くの種が絶滅または絶滅の危機に瀕していると言われていま

す。そのスピードは、自然現象等の影響により大規模な絶滅を繰り返した過去のものをはるかに上

回り、１年間に４万種の生物が絶滅していると言われています。このままでは、わたしたちが自然か

ら受ける恵みも失われ、人類存亡の危機に直面することになります。 

これらの背景から、世界では1992年に生物多様性条約が採択され、わが国も翌年に同条約を

締結し、以後「生物多様性国家戦略」を策定して方針を示しました。その後も定期的に国家戦略

の見直しを行い、2023(令和５)年３月、国は「第６次生物多様性国家戦略」を策定しています。 

この戦略は、これまでの国家戦略の実施から得られた経験や教訓をふまえ、「昆明・モントリオ

ール生物多様性枠組」の達成に向けて必要な事項、世界と日本のつながりの中での課題、国内

での課題を踏まえ、わが国において取り組むべき事項を掲げたもので、自然を回復軌道に乗せる

ために生物多様性の損失を止め、反転させる「2030年ネイチャーポジティブ」を新たな目指すべき

目標として掲げ、その実現のためのロードマップとして策定されました。 

「2030年ネイチャーポジティブ」を達成するため、2030年までに陸と海の30％以上を健全な生態

系として保全する「30 by 30目標」を含め、自然資本を守り活用するための行動を全ての国民と実

行していくための戦略と行動計画を具体的に示したものとなります。 

なお、国は2008年に生物多様性基本法を制定し、都道府県及び市町村に対して生物多様性

地域戦略を策定する努力義務を定め、都道府県及び市町村にも同様に取り組んでいくことを求め

ています。本計画の目標２は、法に基づく生物多様性地域戦略として位置づけているものです。 

 

 

 

 

 

オオクチバス（環境省WEB サイト） 

白化したサンゴ（環境省WEB サイト） 
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【第６次生物多様性国家戦略のビジョン（環境省WEBサイトより）】 

 

 

 

 

 

【ネイチャーポジティブとは（環境省WEBサイトより）】 

開発、乱獲・盗掘、里地里山の管理放棄、外来種の侵入、水質の汚染、地球温暖化の進行

等、生物多様性の損失には様々な要因が関係しています。 

こうした直接的な要因が着目されがちですが、その背景には、社会経済の変化が影響してい

ます。例えば、産業構造の変化による農林業の縮小は、里地里山の管理の放棄につながり、グ

ローバル化の進行は、食料や木材等の自給率低下や外来種問題を引き起こしています。 

ネイチャーポジティブの実現には、この社会経済を生物多様性の保全に貢献するよう変革さ

せていくことが不可欠です。そのため、いわゆる従来の自然保護だけでなく、気候変動対策や

資源循環等の様々な分野と連携していくことが必要です。 
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２．計画の目的と基本的事項 

 

（１）計画の目的 

市の豊かな自然を守り育てるため、現在の状況や生活を維持しつつ、将来にわたって継続的

に生物多様性の恵みを享受できるような環境づくりを目的とします。 

なお、本計画の目標２は、生物多様性基本法第13条に規定されている「市町村の区域内にお

ける生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本的な計画(生物多様性地域戦略)」と

して位置づけます。 

 

（2）計画期間 

計画期間は、2021(令和３)年度から2030(令和12)年度までの10年間とします。また、本計画に掲

げる目標の達成期間は原則５年間ごとに前期と後期に分け、目標の進捗について１年ごとに点検

及び評価を行います。 

2026(令和８)年度から2030(令和12)年度までの間を後期として位置づけ、前期目標の進捗状況

や前期策定後の国内外の動きに応じ、見直しを行いました。 

 

（3）計画の対象範囲 

計画の対象は市全域とします。なお、必要と判断される場合は、周辺自治体や国の機関と連携

し、対象地域を拡大します。 

 

３．糸島市の現状 

 

市は、日本屈指の好漁場である玄界灘に面し、南部には脊振山系、中央部には農業に適した

肥沃な糸島平野が広がる等、利便性の高い福岡都市圏にありながら豊かな自然にも恵まれてい

ます。福岡県の希少野生生物をまとめた「福岡県レッドデータブック」によると、市にも400種類を超

える希少生物の生息が確認されています。 

しかし、都市化の進展によって、市でも自然環境への負荷が増大し、豊かな自然が損なわれる

ことが心配されています。もしも生物多様性が失われた場合、わたしたちの生活にも多大な影響が

及ぼされます。 

わたしたちは、恵まれた自然環境の保全や持続可能な利用に向けた取組を行い、生物多様性

の豊かな恵みによって成り立っている生活を次代に引き継ぐ責務があります。将来にわたって継

続的に豊かな恵みを享受するために、自然環境、生態系の保全を図っていくことが求められてい

ます。 
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４．目標 

 

糸島市生物多様性戦略は、生物多様性の保全によって、いつまでもその恵みを受けられる社

会であり続けることをめざして策定するものです。目標は以下のとおりと定めます。 

 

 

 

５．目標実現のための取組 

 

（１）施策の体系 

 

 

（2）計画指標 

 

 

 

 

 ⑤河川・ため池の保全と水質の改善

 ③農地・里山の保全と再生

 １．生物多様性への理解促進と行動変容  ①自然環境・生物多様性への関心の喚起

 ②森林の保全と再生

 ④地下水の保全

 ②外来種・外来生物への対応

 ①海・海岸・松林の保全と再生 ２．豊かな自然環境の保全と再生

施策 取り組み内容
現状値

2024(R6)
目標年度

2030(R12)

1 生物多様性の保全や特定外来生物に関する広報 5 回 8 回

2 松林の松枯れ本数 129 本 100 本以下

2 松林保全アダプト制度の登録団体数 16 団体 18 団体

2 森林整備面積 52.3 ha 71.0 ha

2 荒廃森林整備面積 1,990.0 ha 2,146.0 ha

2 広葉樹の森の整備面積 74,280.0 ha 77,880.0 ha

2 森林の間伐面積 1,041.0 ha 1,059.0 ha

2 多面的機能支払交付金による共同活動の面積 3,215 ha 3,260 ha

2 中山間地域等直接支払事業取り組み面積 218.1 ha 218.1 ha維持

2 認定農業者数（経営体数）の減少抑制 362 経営体 354 経営体

2 河川の平均BOD値 2.77 mg/ℓ 2.0mg/ℓ以下

2 汚水処理人口普及率 91.9 % 95.6 %

『豊かな自然と恵みを未来へつなぐ』 
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生物多様性を守っていくためには、まず地域の自然環境に対する市民の意識向上や自然環境の

保全等に関する理解を深めていくことが大切です。また、生態系を破壊する外来種の侵入防止や生

息域拡大防止に向けた啓発等のほか、希少な動植物に関する情報の把握や発信を行う必要があり

ます。豊かな恵みを次代に引き継いでいくため、以下の取組を行います。 

 

 取組① 自然環境・生物多様性への関心の喚起  

◎現状と課題 

2022（令和４）年度に国が実施した世論調査における「生物多様性の認知度」において、「言葉の

意味を知っている」と答えた人は29.4％にとどまっています。生物多様性はわたしたちの生活に影響

を及ぼすため、たとえ「無関心」であっても「無関係」ではいられません。生物多様性に関する啓発を

行い、認知度を高めていくことが必要です。自然環境保全に関する市民の意識向上につながる啓発

だけでなく、具体的な行動を促す取組を進めていく必要があります。 

また、市内に生息・生育する希少な動植物等の保護・保全のために、希少種に関する情報の把握

や市民に向けた情報発信を行うことで保護につなげていくほか、開発等において生態系を破壊しな

いように環境への配慮を求める等の対策が必要です。 

 

◎主な取組 

○生物多様性保全に関する出前講座や市広報等での発信等により、認知度の向上を図ります。 

○次世代に市内の自然環境に親しんでもらう場として、自然観察会等のイベントを開催します。 

○市民や環境サポーター、学術機関、学校等との協働により、希少動植物の生息状況の把握や生

育環境の保全に努めます。 

○生物多様性の保全につながる日常生活での取組について、市民への啓発を行います。 

 

【日常生活でできる行動】 

①食品(フード)ロスをなくす 

生物多様性の恵み「生態系サービス」の無駄をなく利用するため、食品廃棄物 

の原因となる「食べ残し」「買いすぎ」「作りすぎ」をやめましょう。 

＜国内の年間食品(フード)ロス量＞ ※農水省発表のR4年度データ 

 年間約472万トン ⇒ １人あたり毎日おにぎり１個分の食品廃棄 

（排出元）家庭・50％ 食品製造・25％ 食品卸小売・12.5％ 外食産業・12.5％ 

（理 由）食べ残し、売れ残り、賞味期限切れ、返品、過剰除去等 

 

施策１ 生物多様性への理解促進と行動変容 

スーパーやコンビニの陳列棚につけられている「てまえどり」を呼びかけるポップ 

フードロスをなくそう 
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②食べ物は地産地消に心がけ、旬のものを食べる 

糸島産の農・海産物等を地産地消すること、旬のものを食べること

で、輸送等の環境負荷を削減。地産地消で地元の農業を支えること

で、農地と生態系の保全につながります。 

また、地域の農産物を学校給食の食材として使用する等、食育にも

寄与します。 

 

＜フードマイレージ＞ 

日本の食料自給率は40％弱。残りの約60％は、多くの国から多種多様な農畜水産物・加工食

品を輸入しています。それらの食料の輸送量に輸送距離を乗じた指標として「フード・マイレージ」

があり、日本は世界で１位の数値となっています。 

 

 

③自然に親しむ 

自然に触れ合う遊びや観光によって自然のすばらしさを感じることで、身近な自然や生き物に

対する関心を深め、生物多様性に対する理解を深めることができます。 

 

④責任を持ってペットを飼育する 

ペットを捨てたり、逃げたまま放置したりすると、地域の生態系に悪影響を与えます。生態がよく

わからないままペットとして飼われた外来生物を遺棄するケースも発生しています。ペットは責任を

持って最後まで大切に育てましょう。 

 

⑤責任を持ってごみを処分する 

適正に処分せずに不法投棄(ポイ捨ても含む)されたごみは、生態系へ悪影響を与えます。特に

マイクロプラスチック(一般に5mm以下になったプラスチック)による海洋生態系への悪影響は深刻

で、世界的な問題となっています。ごみはきちんとルールを守って処分しましょう。不法投棄は犯

罪です。 

 

⑥身近な地球温暖化対策に取り組む 

温暖化が進むと環境の変化に適応できず絶滅する生物が増えます。こまめに電

気を消す、ごみを減らす等、日常生活でできることに取り組むことが大切です。①フ

ードロス削減、②地産地消、⑤正しいごみ処理も、温暖化防止につながります。 

0 2,000 4,000 6,000 8,000

日本(2010年)

アメリカ(2001年)

イギリス(2001年)

フランス(2001年)

ドイツ(2001年)

人口一人当たりの輸入食料のフード・マイレージ比較

ｔ・km

環境省「令和2年度環境白書」

市の地産地消応援団のタペストリー 
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 取組② 外来種・外来生物への対応  

◎現状と課題 

「外来種」とは、元々その地域にいなかったにもかかわらず、人間活動によって他地域から導入さ

れた生物を指し、国外に限らず国内の他地域から侵入した生物も含まれます。一方、「外来生物」は、

外来生物法により「海外から導入される生物」と定義されています。 

外来生物及び外来種は、①在来種（元々その地域にいる生物）を食べる、②在来種の生息・生

育環境を奪う、③在来種とエサを奪い合う、④近縁の在来種と交雑して雑種をつくる、等の悪影響を

与えます。また、外来生物のうち、生態系に被害を及ぼす、または及ぼすおそれがあるものとして、

国が法により指定したものを「特定外来生物」といいます（現在162種が指定されています）。 

野外に放たれたり逃げたまま放置されたりした外来生物は、生息・生育場所を拡大しなが

ら在来種の生息・生育を脅かし、絶滅させる可能性があります。生態系はさまざまな生物によ

る絶妙なバランスで保たれているため、特定の種が絶滅に追い込まれると生態系のバランス

が崩れて他の種にも影響を及ぼします。特定外来生物への対応は、生物多様性の保全にとって

欠くことができません。 

身近な生物の中にも、意外な生物が外来生物及び外来種である場合もあります。外来生物及び

外来種について、また、外来生物及び外来種が引き起こす生態系への悪影響等について市民

に理解を深めてもらうために広く周知する必要があります。 

国では、被害を及ぼすまたは及ぼすおそれがある特定外来生物が発見された場合には、

必要に応じて防除を行うこととしており、市民の理解と協力が必要となります。 

 

◎主な取組 

○外来生物の被害を防ぐ３原則や特定外来生物の侵入・防除について、市広報等で発信し、啓発

を行います。 

○外来生物をペットとして飼育している人、また、これから飼育しようとする人がいることを考慮し、適

正に管理することや遺棄しないことの必要性を啓発します。 

○特定外来生物の発見について市民から情報提供を受けた場合は、関係機関との連携により特定

外来生物か否かの確認や市民への注意喚起等を迅速に行います。 

 

 

 

 

～外来生物及び外来種の被害を防ぐ３原則～ 

１．入れない 

悪影響を及ぼすおそれのある外来生物及び外来種を 

自然分布域から非分布域へ「入れない」 

２．捨てない（逃がさない・放さない・逸出させないことを含む） 

飼養・栽培している場合は適切に管理し「捨てない」 

３．拡げない（増やさないことを含む） 

既に野外にいる外来生物及び外来種を他地域に「拡げない」 

 

許可なく放つ行為は 

罰則の対象！ 
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【主な特定外来生物】 

 

ツマアカスズメバチ  

東南・南・東アジア等に分布するハチ。 

体色は全体に黒っぽく腹部先端部が赤褐

色。アゴや脚の先は黄色。 

女王バチ25～30mm、働きバチ約25mm前後

の中型のスズメバチ。 

在来のスズメバチと同様に毒がある。 

 

ヒアリ 

南米原産のアリ。体長 2-6mm、体色は赤褐

色～茶褐色もしくは黒色。 

極めて攻撃性が強いとされ、刺された場合は

毒によって熱感を伴う非常に激しい痛みがあ

る。毒の成分にアレルギー反応を引き起こす

例がある。 

 

オオキンケイギク 

北米原産の多年草。５～７月にかけ、黄色の

コスモスに似た花を咲せる。小花が集まった

頭状花で直径 5-7cm。草丈 30～ 70 ｃｍ程

度。道端や法面、河川敷、あき地等に群落

をつくる。繁殖力が非常に強い。 

 

セアカゴケグモ 

メスは体長約1cm、おしり側が丸く大きい。 

全体がツヤのある黒で背中とおなかに赤い

模様がある。基本的におとなしく攻撃的では

ないが気づかずに触るとかまれることがある。

神経毒を持ち、稀に重症化することがある。 

  

(条件付特定外来生物)  ※R5年6月～ 

アカミミガメ、アメリカザリガニ  

当分の間、特定外来生物に対する規制の一

部が適用除外とされている。野外への放出

や輸入、販売、頒布等が禁止されているが、

一般家庭での飼育は認められている。 

 

特定外来生物の情報は、環境省のWEBサイトで確認できます  
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市街地を包むように広がる森林や海岸、松林、農地、河川等の多様な自然環境は、市民だけでな

く、あらゆる人にとって貴重な資源です。これらの自然環境は、災害の防止や水源の涵養、地球温

暖化の防止、生物の生息環境の維持等、潜在的・多面的な機能を有しており、人と自然が共生する

豊かな自然を守り育てる必要があります。また、本来の豊かさを少しずつ失いつつある自然環境の

再生を行う必要があります。 

 

 取組① 海・海岸・松林の保全と再生  

◎現状と課題 

糸島半島から佐賀県唐津市につながる海岸は、玄海国定公園に指定され、美しい自然景観を形

成しています。全国でも珍しい鳴き砂の「姉子の浜」、玄武岩で形成された「芥屋の大門」、夫婦岩で

知られる「桜井二見ヶ浦」等の景勝地が糸島を訪れる人々を魅了しています。また、雷山川や長野川、

一貴山川の河口には、水質を浄化し、魚介類を育て、水鳥のえさ場や休息の場所になる干潟が存

在するほか、「海の森」とも言われる藻場は、海藻・海草の群落による水質・底質の浄化や、多くの生

き物の産卵・成育の場等の役割を果たしています。 

しかし、近年、藻場が失われ「海の砂漠化」と言われる磯焼けが問題になっています。磯焼けの原

因は、ウニや魚による食害のほか、地球温暖化、陸からもたらされる栄養分の減少等、さまざまな要

因が考えられています。藻場の減少により魚の産卵や稚魚の生育の場所が減り、水産資源が減少

する等の問題が生じており、藻場の再生等の対策が求められています。 

海岸では松くい虫による松枯れが発生しています。海岸の松林は、防風・防砂、津波の被害軽減、

生物の生息等、複数の役割を有しています。市の海岸には江戸時代に植栽された松林による「白砂

青松」の景色が広がっていますが、2010年頃から松くい虫による松枯れの被害を受けています。現

在、多くのボランティア団体や企業との協働によって、少しずつその姿を回復しているところです。 

また、市内の海岸では、不法投棄されたごみが川を経てたどり着いたり、海を漂流してたどり着い

たり、多くのごみが漂着しています。これらのごみは、当然海の生物に悪影響を及ぼすほか、海岸の

景観を損なうため、観光や漁業に悪影響をもたらしています。最近は、海洋に流出したプラスチック

ごみによる生態系の破壊、人体への健康被害等も問題視されています。 

 わたしたちはこれらの海洋環境の問題に目を向け、取り組んでいくことが求められています。 

 

 

施策２ 豊かな自然環境の保全と再生 

干潟と藻場の機能（水産庁WEBサイト） 
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◎主な取組 

○不法投棄防止のため、市の環境パトロールによる監視体制、不法投棄防止の啓発を強化します。 

○国や福岡県、学術機関との連携により、松林の保全と病害虫の防除等について研究を進めます。 

○松林の保全・再生に継続的に取り組むため、アダプト制度の登録団体の拡大を図ります。 

○地域や環境サポーターとの協働により、海岸に流れ着く漂着ごみの回収に努めます。 

○海岸漂着ごみ対策について、沿岸部にある他の市区町村の取

組事例等を調査・研究します。 

○国や福岡県、漁協、民間企業等との連携により、磯焼け対策の

研究・検討に努めます。 

○海草・海藻のCO２吸収量をクレジット化する「Ｊブルークレジット」

を調査・研究し、地球温暖化対策や漁業振興を進めます。 

 

 取組② 森林の保全と再生  

◎現状と課題 

市の森林面積は市域の約半分を占めており、前原・

二丈地区の山間地や志摩地区の中山間地にまとまっ

て広がっています。南部に広がる森林地域は脊振雷山

県立自然公園に指定されており、井原山や雷山、羽金

山、二丈岳等は雄大なスカイラインを形成し、市の景観

を構成する重要な地域となっています。 

市内の森林の多くはスギやヒノキの人工林ですが、

一部にはブナやクロマツの群落が残っており、動植物

の生息・生育に欠かすことのできない場所です。中で

も、井原山中腹には西日本一の規模といわれる「オオ

キツネノカミソリ（７月開花）」の、山頂付近には「コバノミ

ツバツツジ（５月開花）」の群生地があり、開花シーズン

には多くの登山者が訪れています。 

しかし、林業従事者の高齢化や後継者不足により、森林の多面的機能が損なわれる懸念がありま

す。木材資源の生産の場としてだけではなく、生物の生息環境、水源涵養、災害防止、温室効果ガ

スの吸収等の機能を有しており、森林保全を継続していくことは、わたしたちの生活を支えることにつ

ながります。そのため、以下の取組を行います。 

 

◎主な取組 

○糸島市森林整備計画に掲げた各方針に基づき、森林の多面的機能の維持に取り組みます。 

○森林の計画的な伐採、木材供給体制の構築等による森林の保全・整備を推進します。 

○林業経営体、林業事業者等への情報提供による計画的な経営計画策定を推進します。 

○学術機関、市民、環境サポーター等との協働により、植林や美化の取組、竹林被害の防止、竹の

活用等の調査研究を行います。 

森林の多面的機能（林野庁WEBサイト） 

生物多様性保全 

 

水源涵養 

 

文化 

 

 

地球環境保全 

 

快適環境形成 

 

 

物質生産 

 

土砂災害防止/土壌保全 

    

保健・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ 

 

「日本の白砂青松 100 選」 幣の浜 
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○市が行う環境パトロールや森林パトロールにより山間地域の監視体制の強化に努めます。 

○森林の持つCO２吸収量をクレジット化する「J－クレジット制度」を調査・研究し、地球温暖化対策や

林業振興に活用します。 

 

 取組③ 農地・里山の保全と再生  

◎現状と課題 

市内に広がる農地や里山は、緑豊かな美しい自然景観を形成する重要な要素です。 

特に、市の南部の脊振雷山山系や志摩地区の可也山、火山等の山々に連なる山麓地域から広

がる田園地帯（糸島平野）は、市の風景を形成する重要な地域となっています。 

市街地を取り巻くように広がる農地は、豊かな恵みを育むだけでなく、水源の涵養、身近な生態系

の維持等の多面的な機能を有すると同時に、わたしたちにとって、身近に自然とふれあうことのでき

る重要な地域です。 

全国的に農林業者の高齢化や後継者不足が進んでいますが、人の手を通じて形成・維持されて

きた農地や森林の管理が行き届かなくなり、荒廃、不法投棄の発生等が懸念されます。農地や里山

の荒廃は「生物多様性の第２の危機」であり、農地における生態系の喪失につながるものです。 

また、希少動植物の保護と生息・生育環境の保全対策として、農地や里山等の保全は欠かせま

せん。管理不足により荒廃した里山では、イノシシやサル等の動物の餌となる下草や木の実等が十

分に育たなくなり、動物が餌を求めて農作物に被害を及ぼす状況が発生しています。 

 

◎主な取組 

○農業に関するさまざまな計画に基づく施策や中山間地域等直接支払制度、多面的機能支払制度

等を活用し、農地と生物多様性の保全に取り組みます。 

○自然環境の保全に資する農業生産活動を支援し、環境保全型農業を推進します。 

○市が行う環境パトロール等により、不法投棄の監視体制の強化に努めます。 

○農地・里山機能や必要性を学ぶ機会を提供し、情報の

共有化や保全のための啓発を行います。 

○良好な景観の保全・形成を図るため、景観に関する市民

の意識醸成に取り組みます。 

○糸島地域鳥獣被害防止計画に基づき、イノシシやサル

等の有害鳥獣による被害を防止するための対策を進め

ます。 
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 取組④ 地下水の保全  

◎現状と課題 

地下水は、生態系を支える隠れた基盤であり、その保全は生物の生息環境を安定化させる役割

を持っており、生物多様性の維持に結びつきます。市では、市民生活や農業、観光・産業等が水資

源に大きく依存しているほか、一連の水循環が市内で完結している特有の自然環境があります。こ

の水循環の中で、地下水は上質な飲料水や農業用水の水源として利用され、また、その一部は海

底湧水となり、海産物に栄養を与えています。一方で、毎年のように発生する集中豪雨や少雨による

渇水は、地下水に対して影響を及ぼすことが想定されています。 

気候変動（降水の二極化傾向）や都市化による雨水の地下浸透の阻害、宅地造成等の開発によ

る水利用増加に伴い、渇水リスク（水利用制限の発生リスク、取水制限の可能性・水需給の逼迫リス

ク・流域における水資源の脆弱性）

が心配されます。 

このように、地下水の適正な利

用と保全を図る必要があるほか、

地下水の過度な採水による渇水や

地盤沈下を防ぎ、地下水を適切に

保全していく必要があります。 

 

◎主な取組 

○多自然工法（河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮

し、 河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出するた

めに、河川管理を行うこと）の採用やグリーンインフラ（雨水貯留浸透）による整備等により、地下水

の涵養を図ります。 

○学術機関と連携し、地下水の保全に関する調査・研究を推進します。 

○地下水の必要性を学ぶ機会を提供し、情報の共有化や保全のための啓発を行います。 
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 取組⑤ 河川・ため池の保全と水質の改善  

◎現状と課題 

市内には、脊振雷山山系から流れる河川と、志摩地区の可也山、火山、桜井地域の山間部等か

ら流れる河川があります。また、農業用水用のため池も多く点在しています。これらの河川やため池

は、肥沃な糸島平野をつくる重要なものです。 

これらの河川、ため池は、飲料水や農業用水の水源として生活に欠かせないものであるとともに、

水辺とふれあうことができる重要な地域でもあります。さらに、一部の河川の河口付近には、絶滅が

危惧されている希少な貝の生息も確認されています。また、雷山川（泉川）の河口には、北部九州最

大級の規模ともいわれる、市の花「ハマボウ」の群生地も広がっています。 

市では、これまで河川やため池の水質検査を継続して実施し、その結果を環境報告書で毎年公

開しています。毎年ほとんどの地点で水質検査の基準値を満たしていますが、数か所で異常値が検

出されています。今後も、水質の監視を継続し、検査結果に応じて対処していく必要があります。 

また、下水道未整備地域については、下水道の効率的かつ早期の整備を進めており、地域に適

した汚水処理施設の整備の推進を図る必要があります。 

 

◎主な取組 

○水質の変動を監視するため、市内の河川やため池等の水質調査を継続して行います。 

○福岡県や市民、学校、環境サポーター等との連携・協働により、水質や生物の調査、水辺の環境

美化の取組を進めます。 

○学術機関と連携し、河川やため池の水質改善策についての調査・研究に努めます。 

○下水道の整備や合併処理浄化槽の普及をさらに進め、水質向上に努めます。 

○生活排水による水質汚濁の防止に関して普及啓発を行います。 

○地下水の利用について不安に感じている相談があることから、井戸水の水質検査の実施を周知し

ます。また、水質検査の結果に応じて家庭用浄水器の導入支援等の対策を行います。 

 

【BOD（生物化学的酸素要求量）】 

水質検査の項目の一つ。水質の汚れを表す代表的な指標で、水中の汚れ(有機物)を微生物

が分解するときに消費する酸素の量をいいます。 

値が高いほど微生物のはたらきにより分解される有機物が多い＝水中の汚れ（有機物）が大き

く、微生物が水中に溶けている酸素を大量に消費するため、水中の酸素が少なくなり、水中の生

物に魚類に悪影響を及ぼします。市では、河川の平均BOD値が2mg/ℓ以

下を維持することをめざしています。 

・10mg/ℓ以上…水中の酸素が減り、悪臭が発生。 

・5mg/ℓ以下：コイやフナがすめる。 

・3mg/ℓ以下：アユがすめる。 
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福岡県レッドデータブック2024のうち、分布情報に糸島市が明示されている植物及び動物を抜粋

しています。(URL：https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/red-data-book-fukuoka-2024.html) 

【植物】 

 

種類 科 名前 絶滅危惧種類

植物群落 海岸砂丘植生 カワラヨモギ群落 カテゴリーⅡ

ケカモノハシ群落 カテゴリーⅡ

コウボウムギ群落 カテゴリーⅡ

ツルナ群落 カテゴリーⅣ

ハチジョウススキ群落 カテゴリーⅣ

ハマオモト群落 カテゴリーⅡ

ハマゴウ群落 カテゴリーⅣ

海岸断崖地植生 ダルマギク群落 カテゴリーⅢ

ボタンボウフウ群落 カテゴリーⅣ

海岸低木群落 ハマボウ群落 カテゴリーⅢ

海岸風衝低木群落 ハマヒサカキ群落 カテゴリーⅣ

ハマビワ群落 カテゴリーⅣ

常緑広葉樹林 アカガシ群落 カテゴリーⅢ

常緑広葉樹二次林 マテバシイ群落 カテゴリーⅢ

常緑針葉樹二次林 クロマツ群落 カテゴリーⅡ

低層湿原 マコモ群落 カテゴリーⅣ

二次草原 ミヤコザサ群落 カテゴリーⅢ

落葉広葉樹林 ミズナラ群落 カテゴリーⅢ

ブナ群落 カテゴリーⅡ

ケヤキ群落〔ヤブツバキクラス〕 カテゴリーⅢ

落葉広葉樹二次林 イヌシデ群落 カテゴリーⅢ

冷温帯針葉樹林 ツクシシャクナゲ群落 カテゴリーⅡ

浮葉・沈水草原 アマモ群落 カテゴリーⅢ

植物 アオイ科 ハマボウ 準絶滅危惧

アカザ科 マツナ 絶滅危惧IA類

アブラナ科 シコクハタザオ 絶滅危惧IB類

イグサ科 ヒメコウガイゼキショウ 絶滅危惧Ⅱ類

イネ科 コウヤザサ 絶滅危惧IA類

シラシマメダケ 準絶滅危惧

イノモトソウ科 ヒメミズワラビ 準絶滅危惧

イラクサ科 アカソ 準絶滅危惧

クサコアカソ 準絶滅危惧

イワデンダ科 イヨクジャク 絶滅危惧Ⅱ類

ウスバヘビノネゴザ 絶滅危惧IA類

サキモリイヌワラビ 絶滅危惧IA類

ミドリワラビ 絶滅危惧Ⅱ類

イワヤシダ科 イワヤシダ 絶滅危惧Ⅱ類

ウマノスズクサ科 ウンゼンカンアオイ 準絶滅危惧

ウラボシ科 オオイワヒトデ 絶滅危惧IB類

ヒメサジラン 絶滅危惧Ⅱ類

糸島市の希少生物（福岡県レッドデータブック 2024） 
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種類 科 名前 絶滅危惧種類

植物 オオバコ科 エゾオオバコ 絶滅危惧IA類

トウオオバコ 絶滅危惧Ⅱ類

オシダ科 ニセヨゴレイタチシダ 絶滅危惧IA類

ホソバナライシダ 絶滅危惧IA類

ミヤマイタチシダ 絶滅危惧IA類

オトギリソウ科 トモエソウ 絶滅危惧IA類

カヤツリグサ科 キノクニスゲ 準絶滅危惧

キク科 ダルマギク 準絶滅危惧

オオダイトウヒレン 絶滅危惧Ⅱ類

ナガバノコウヤボウキ 絶滅危惧IB類

ニシノヤマタイミンガサ 準絶滅危惧

モミジハグマ 準絶滅危惧

キンポウゲ科 オキナグサ 絶滅危惧IB類

タンナトリカブト 準絶滅危惧

グミ科 クマヤマグミ 絶滅危惧IB類

ケシ科 ヤマブキソウ 絶滅危惧IA類

コケシノブ科 コケシノブ 絶滅危惧Ⅱ類

ゴマノハグサ科 シソクサ 絶滅危惧IB類

サトイモ科 ツクシマムシグサ 準絶滅危惧

ヒロハテンナンショウ 絶滅危惧Ⅱ類

シソ科 キセワタ 絶滅危惧Ⅱ類

シロネ 絶滅危惧Ⅱ類

スズコウジュ 絶滅危惧IB類

ナミキソウ 絶滅危惧IB類

ミゾコウジュ 準絶滅危惧

ミヤマナミキ 絶滅危惧Ⅱ類

セリ科 ヨロイグサ 準絶滅危惧

ナス科 マルバノホロシ 絶滅危惧IB類

マルバハダカホオズキ 絶滅危惧IA類

ハマウツボ科 ハマウツボ 絶滅危惧IA類

バラ科 ヤマブキショウマ 絶滅危惧Ⅱ類

ヒガンバナ科 ハマオモト 絶滅危惧Ⅱ類

ヒナノシャクジョウ科 ヒナノシャクジョウ 絶滅危惧IA類

ヒメシダ科 オオゲジゲジシダ 絶滅危惧IB類

ホソバショリマ 絶滅危惧IA類

ヒルムシロ科 ホソバミズヒキモ 準絶滅危惧

ビャクブ科 ヒメナベワリ 準絶滅危惧

ホンゴウソウ科 ホンゴウソウ 準絶滅危惧

マメ科 シバハギ 絶滅危惧IB類

マキエハギ 絶滅危惧IB類

メギ科 バイカイカリソウ 絶滅危惧IB類

ミソハギ科 ホザキキカシグサ 絶滅危惧IB類

ミズキカシグサ 絶滅危惧IA類

ヤナギ科 ノヤナギ 準絶滅危惧

ユキノシタ科 ギンバイソウ 絶滅危惧IB類

センダイソウ 絶滅危惧IA類
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【動物】 

 

種類 科 名前 絶滅危惧種類

植物 ユリ科 アマナ 絶滅危惧Ⅱ類

ハマタマボウキ 絶滅危惧Ⅱ類

ホソバナコバイモ 準絶滅危惧

ラン科 エビネ 絶滅危惧Ⅱ類

クモイジガバチ 絶滅危惧IA類

クモキリソウ 絶滅危惧Ⅱ類

コケイラン 絶滅危惧Ⅱ類

ジンバイソウ 絶滅危惧IB類

ナギラン 絶滅危惧IA類

ヒナラン 絶滅危惧IA類

ヒメフタバラン 絶滅危惧IA類

ムヨウラン 絶滅危惧IA類

ヤマトキソウ 絶滅危惧IA類

リンドウ科 ムラサキセンブリ 絶滅危惧Ⅱ類

リンドウ 絶滅危惧Ⅱ類

蘇苔類 クサリゴケ科 カビゴケ 準絶滅危惧

ツヤゴケ科 オオミツヤゴケ 絶滅危惧IB類

ハイヒモゴケ科 マツムラゴケ 準絶滅危惧

ヒラゴケ科 キブリハネゴケ 絶滅危惧Ⅱ類

セイナンヒラゴケ 準絶滅危惧

藻類 褐藻類ニセイシノカワ科 イズミイシノカワ 情報不足

紅藻類カワモズク科 アオカワモズク 準絶滅危惧

チャイロカワモズク 準絶滅危惧

紅藻類コノハノリ科 アヤギヌ 準絶滅危惧

紅藻類ベニマダラ科 タンスイベニマダラ 情報不足

菌類 ベニタケ科 アカモミタケ 情報不足

種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

哺乳類 翼手目（コウモリ目） キクガシラコウモリ科 コキクガシラコウモリ 準絶滅危惧

ヒナコウモリ科 モモジロコウモリ 準絶滅危惧

ユビナガコウモリ科 ユビナガコウモリ 準絶滅危惧

霊長目（サル目） オナガザル科 ニホンザル 準絶滅危惧

鳥類 アビ目 アビ科 オオハム 準絶滅危惧

アビ目 アビ科 シロエリオオハム 準絶滅危惧

カイツブリ目 カイツブリ科 ハジロカイツブリ 準絶滅危惧

カッコウ目 カッコウ科 カッコウ 準絶滅危惧

ジュウイチ 絶滅危惧Ⅱ類

ツツドリ 準絶滅危惧

カモ目 カモ科 ツクシガモ 準絶滅危惧

トモエガモ 準絶滅危惧

ミコアイサ 準絶滅危惧

キジ目 キジ科 キジ 情報不足

ヤマドリ（亜種アカヤマドリ） 準絶滅危惧

コウノトリ目 コウノトリ科 コウノトリ 絶滅危惧Ⅱ類

サギ科 アマサギ 絶滅危惧Ⅱ類
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種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

鳥類 コウノトリ目 サギ科 カラシラサギ 準絶滅危惧

クロサギ 準絶滅危惧

ゴイサギ 絶滅危惧Ⅱ類

コサギ 絶滅危惧Ⅱ類

ササゴイ 絶滅危惧Ⅱ類

チュウサギ 準絶滅危惧

ミゾゴイ 絶滅危惧Ⅱ類

トキ科 クロツラヘラサギ 絶滅危惧IB類

ヘラサギ 絶滅危惧Ⅱ類

スズメ目 カワガラス科 カワガラス 準絶滅危惧

スズメ目セキレイ科 タヒバリ 準絶滅危惧

ツバメ科 コシアカツバメ 準絶滅危惧

ツリスガラ科 ツリスガラ 準絶滅危惧

ヒタキ科 コサメビタキ 絶滅危惧Ⅱ類

コマドリ 絶滅危惧ⅠA類

コルリ 絶滅危惧ⅠA類

ホオジロ科 カシラダカ 準絶滅危惧

ノジコ 準絶滅危惧

ヨシキリ科 オオヨシキリ 準絶滅危惧

ムシクイ科 センダイムシクイ 絶滅危惧Ⅱ類

ヤイロチョウ科 ヤイロチョウ 絶滅危惧ⅠB類

タカ目 タカ科 オオタカ 準絶滅危惧

サシバ 絶滅危惧Ⅱ類

ツミ 絶滅危惧Ⅱ類

ハチクマ 準絶滅危惧

ハヤブサ科 ハヤブサ 絶滅危惧Ⅱ類

チドリ目 ウミスズメ科 ウミスズメ 絶滅危惧Ⅱ類

カンムリウミスズメ 絶滅危惧IA類

カモメ科 カモメ 準絶滅危惧

ズグロカモメ 絶滅危惧Ⅱ類

ユリカモメ 準絶滅危惧

シギ科 アオアシシギ 準絶滅危惧

アカアシシギ 準絶滅危惧

アカエリヒレアシシギ 絶滅危惧Ⅱ類

ウズラシギ 絶滅危惧Ⅱ類

オオソリハシシギ 絶滅危惧ⅠB 類

オグロシギ 絶滅危惧Ⅱ類

オジロトウネン 絶滅危惧Ⅱ類

オバシギ 絶滅危惧ⅠB 類

キョウジョシギ 準絶滅危惧

コアオアシシギ 準絶滅危惧

ソリハシシギ 絶滅危惧Ⅱ類

タカブシギ 絶滅危惧Ⅱ類

チュウシャクシギ 絶滅危惧Ⅱ類

ツルシギ 絶滅危惧Ⅱ類

トウネン 絶滅危惧Ⅱ類
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種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

鳥類 チドリ目 シギ科 ハマシギ 絶滅危惧Ⅱ類

ホウロクシギ 絶滅危惧ⅠB類

タマシギ科 タマシギ 絶滅危惧Ⅱ類

チドリ科 イカルチドリ 準絶滅危惧

ケリ 準絶滅危惧

シロチドリ 絶滅危惧Ⅱ類

ダイゼン 絶滅危惧Ⅱ類

タゲリ 絶滅危惧Ⅱ類

ムナグロ 絶滅危惧Ⅱ類

メダイチドリ 準絶滅危惧

ツバメチドリ科 ツバメチドリ 絶滅危惧Ⅱ類

ツル目 クイナ科 クイナ 準絶滅危惧

ヒクイナ 準絶滅危惧

ハト目 ハト科 カラスバト 絶滅危惧Ⅱ類

フクロウ目 フクロウ科 アオバズク 絶滅危惧Ⅱ類

コミミズク 絶滅危惧Ⅱ類

ブッポウソウ目 カワセミ科 アカショウビン 準絶滅危惧

ヤマセミ 絶滅危惧Ⅱ類

ヨタカ目 ヨタカ科 ヨタカ 絶滅危惧IB類

爬虫類 カメ目 イシガメ科 ニホンイシガメ 絶滅危惧ⅠB類

有鱗目 ナミヘビ科 タカチホヘビ 情報不足

ジムグリ 情報不足

シロマダラ 情報不足

両生類 無尾目   アカガエル科 トノサマガエル 絶滅危惧Ⅱ類

ニホンアカガエル 絶滅危惧Ⅱ類

ヤマアカガエル 絶滅危惧ⅠB類

ヒキガエル科 ニホンヒキガエル 絶滅危惧Ⅱ類

有尾目   イモリ科 アカハライモリ 絶滅危惧Ⅱ類

サンショウウオ科 カスミサンショウウオ 絶滅危惧Ⅱ類

ブチサンショウウオ 準絶滅危惧

魚類 サケ目   サケ科 サケ 野生絶滅

サクラマス（ヤマメ） 絶滅危惧IB類

アユ科 アユ 絶滅危惧Ⅱ類

スズキ目   ハゼ科 ウキゴリ 情報不足

エドハゼ 絶滅危惧ⅠB類

オチョコナガミミズハゼ 絶滅危惧Ⅱ類

クボハゼ 絶滅危惧ⅠB類

シロウオ 絶滅危惧Ⅱ類

タビラクチ 絶滅危惧Ⅱ類

チクゼンハゼ 絶滅危惧ⅠB類

チワラスボ 準絶滅危惧

トビハゼ 準絶滅危惧

マサゴハゼ 準絶滅危惧

ヤリミミズハゼ 絶滅危惧Ⅱ類

ルリヨシノボリ 絶滅危惧ⅠB類

カジカ科 カジカ 準絶滅危惧
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種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

魚類 コイ目 コイ科 アブラボテ 準絶滅危惧

ウグイ 絶滅危惧Ⅱ類

オオキンブナ 絶滅危惧IB類

ツチフキ（在来系統） 絶滅危惧Ⅱ類

モツゴ（在来系統） 情報不足

ヤリタナゴ 絶滅危惧Ⅱ類

ドジョウ科 ドジョウ 絶滅危惧Ⅱ類

ヤマトシマドジョウ 準絶滅危惧

ダツ目   メダカ科 メダカ（ミナミメダカ） 絶滅危惧Ⅱ類

トゲウオ目　 クダヤガラ科 クダヤガラ 絶滅危惧ⅠA類

昆虫類 コウチュウ目   ゲンゴロウ科 キベリクロヒメゲンゴロウ 絶滅危惧IB類

コガタノゲンゴロウ 準絶滅危惧

チャイロマメゲンゴロウ 絶滅危惧IB類

ツブゲンゴロウ 絶滅危惧Ⅱ類

ホソマルチビゲンゴロウ 準絶滅危惧

オサムシ科 ドウイロハマベゴミムシ 絶滅危惧ⅠB類

エサキメクラチビゴミムシ 準絶滅危惧

ガムシ科 ガムシ 絶滅危惧IB類

コガムシ 準絶滅危惧

スジヒラタガムシ 準絶滅危惧

コガシラミズムシ科 キイロコガシラミズムシ 準絶滅危惧

コガネムシ科 ニセマグソコガネ 絶滅危惧Ⅱ類

ニセセマルケシマグソコガネ 準絶滅危惧

ジヨウカイモドキ科 クロキオビジョウカイモドキ 絶滅危惧Ⅱ類

ホタル科 ヘイケボタル 絶滅危惧IB類

ゾウムシ科 スナムグリヒョウタンゾウムシ 準絶滅危惧

シロチョウ科 ツマグロキチョウ 準絶滅危惧

タテハチョウ科 ウラギンスジヒョウモン 絶滅危惧Ⅱ類

ウラナミジャノメ 準絶滅危惧

オオウラギンスジヒョウモン 準絶滅危惧

クモガタヒョウモン 準絶滅危惧

シャクガ科 フタスジギンエダシャク 絶滅危惧Ⅱ類

ヤガ科 アオバセダカヨトウ 準絶滅危惧

アカヘリヤガ 準絶滅危惧

ヌマベウスキヨトウ 情報不足

ノヒラキヨトウ 情報不足

ハガタウスキヨトウ 情報不足

ベニシタバ 絶滅危惧Ⅱ類

ヨモギギリガ 準絶滅危惧

アミメカゲロウ目   ウスバカゲロウ科 ハマベウスバカゲロウ 情報不足

カマキリモドキ科 ツマグロカマキリモドキ 準絶滅危惧

ハエ目　 ハルカ科 ハマダラハルカ 情報不足

ハチ目　 ギングチバチ科 ニッポンハナダカバチ 準絶滅危惧

ヤマトスナハキバチ 情報不足

コハナバチ科 エサキコンボウンハナバチ 準絶滅危惧

ハキリバチ科 オキナワキバラハキリバチ 準絶滅危惧
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種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

昆虫類 ハチ目　 ハキリバチ科 キバラハキリバチ 準絶滅危惧

クズハキリバチ 準絶滅危惧

シロオビツツハナバチ 情報不足

スミゾメハキリバチ 準絶滅危惧

ネジロハキリバチ 情報不足

ミツバチ科 シロスジフトハナバチ 準絶滅危惧

トゲアシツヤハナバチ 準絶滅危惧

バッタ目　 バッタ科 ヤマトマダラバッタ 準絶滅危惧

ヒバリモドキ科 ハマスズ 準絶滅危惧

トンボ目   キイロサナエ 絶滅危惧Ⅱ類

クロサナエ 準絶滅危惧

トンボ科 アキアカネ 絶滅危惧Ⅱ類

カメムシ目   イトアメンボ科 イトアメンボ 絶滅危惧ⅠA類

キンカメムシ科 チャイロカメムシ 情報不足

コオイムシ科 タガメ 絶滅危惧IA類

ヒョウタンナガカメムシ科 ハマベナガカメムシ 準絶滅危惧

ミズムシ科 ミヤケミズムシ 準絶滅危惧

オオミズムシ 絶滅危惧Ⅱ類

ヨコバイ科 スナヨコバイ 情報不足

貝類 新生腹足目   トゲカワニナ科 タケノコカワニナ 絶滅危惧Ⅱ類

オニノツノガイ科 ホソコオロギ 絶滅危惧IB類

カヤノミカニモリ 情報不足

キバウミニナ科 シマヘナタリ 絶滅危惧IB類

カワアイ 絶滅危惧Ⅱ類

フトヘナタリ 準絶滅危惧

ヘナタリ 準絶滅危惧

ウミニナ科 ウミニナ 準絶滅危惧

タマガイ科 アダムスタマガイ 絶滅危惧IB類

フロガイダマシ 絶滅危惧Ⅱ類

ネコガイ 準絶滅危惧

ツガイ 準絶滅危惧

サキグロタマツメタ 情報不足

エゾバイ科 オガイ 絶滅危惧IB類

ミクリガイ 準絶滅危惧

タモトガイ科 マルテンスマツムシ 絶滅危惧IB類

オリイレヨフバイ科 ウネムシロ 絶滅危惧IB類

ヨフバイ 情報不足

ヤマタニシ科 アツブタガイ 絶滅危惧Ⅱ類

イキムシオイ 絶滅危惧Ⅱ類

アズキガイ科 アズキガイ 絶滅危惧Ⅱ類

ゴマガイ科 イキゴマガイ 絶滅危惧IB類

オオウエゴマガイ 絶滅危惧Ⅱ類

ゲンカイゴマガイ 絶滅危惧IB類

タニシ科 オオタニシ 絶滅危惧Ⅱ類

マルタニシ 準絶滅危惧

ホソスジチョウジガイ科 スジウネリチョウジガイ 絶滅危惧Ⅱ類

サナエトンボ科
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種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

貝類 新生腹足目   ホソスジチョウジガイ科 ゴマツボ 絶滅危惧Ⅱ類

ヌノメチョウジガイ 準絶滅危惧

ハナゴウナ科 シロバリゴウナ 絶滅危惧Ⅱ類

イトカケガイ科 オダマキ 絶滅危惧Ⅱ類

クレハガイ 準絶滅危惧

セキモリ 準絶滅危惧

アッキガイ科 ハネナシヨウラク 絶滅危惧Ⅱ類

オニサザエ 情報不足

バイ科 バイ 絶滅危惧Ⅱ類

タケノコガイ科 イワカワトクサ 絶滅危惧Ⅱ類

シチクガイ 絶滅危惧Ⅱ類

ミズツボ科 ヒコサンミジンニナ 準絶滅危惧

イソコハクガイ科 アラウズマキ 準絶滅危惧

イソマイマイ 絶滅危惧Ⅱ類

シラギク 準絶滅危惧

カワザンショウ科 クリイロカワザンショウ 準絶滅危惧

ツブカワザンショウ 準絶滅危惧

テングニシ科 テングニシ 準絶滅危惧

マクラガイ科 マクラガイ 準絶滅危惧

コシボソクチキレツブ科 チャイロフタナシシャジク 準絶滅危惧

ミノムシ科 ヒゼンツクシ 情報不足

フデシャジク科 クリイロマンジ 準絶滅危惧

トウキョウコウシツブ 情報不足

異鰓目   オカミミガイ科 ウスコミミガイ 準絶滅危惧

シイノミミミガイ 絶滅危惧IA類

スジケシガイ 絶滅危惧IA類

クリイロコミミガイ 絶滅危惧IB類

ナラビオカミミガイ 絶滅危惧Ⅱ類

オカミミガイ 絶滅危惧Ⅱ類

キヌカツギハマシイノミ 絶滅危惧Ⅱ類

ケシガイ 準絶滅危惧

ハマシイノミガイ 準絶滅危惧

ヤマボタル科 ヤマボタル 絶滅危惧IA類

サナギガイ科 サナギガイ 絶滅危惧IA類

スナガイ科 スナガイ 絶滅危惧Ⅱ類

ミジンマイマイ科 ヒラドマルナタネ 準絶滅危惧

ナンバンマイマイ科 カタマメマイマイ 絶滅危惧IA類

ダコスタマイマイ 準絶滅危惧

シメクチマイマイ 絶滅危惧Ⅱ類

ハワイマイマイ科 ノミガイ 絶滅危惧IB類

キセルモドキ科 ホソキセルモドキ 絶滅危惧IB類

キセルモドキ 絶滅危惧Ⅱ類

キセルガイ科 トサギセル 情報不足

ギューリキギセル 情報不足

オキギセル 準絶滅危惧

ノミギセル属の一種（B） 絶滅危惧Ⅱ類
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種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

貝類 異鰓目   キセルガイ科 ノミギセル属の一種（C） 絶滅危惧IB類

ブドウガイ科 ホソタマゴガイ 準絶滅危惧

トックリタマゴガイ 準絶滅危惧

トウガタガイ科 ヌノメホソクチキレ 準絶滅危惧

イトカケゴウナ 準絶滅危惧

エドイトカケギリ 情報不足

モノアラガイ科 コシダカヒメモノアラガイ 情報不足

モノアラガイ 準絶滅危惧

古腹足目   ニシキウズ科 イボキサゴ 絶滅危惧Ⅱ類

キサゴ 情報不足

フネガイ目   フネガイ科 ビョウブガイ 絶滅危惧IA類

クマサルボオ 絶滅危惧IB類

アカガイ 準絶滅危惧

ヒメエガイ 情報不足

キヌタレガイ目　 キヌタレガイ科 アサヒキヌタレガイ 情報不足

マルスダレガイ目   シオサザナミ科 フジナミガイ 絶滅危惧IA類

ムラサキガイ 絶滅危惧Ⅱ類

アシガイ 準絶滅危惧

ハザクラ 準絶滅危惧

オチバ 準絶滅危惧

ザルガイ科 ヒシガイ 絶滅危惧IB類

アサジガイ科 フルイガイ 絶滅危惧IB類

バカガイ科 ヒナミルクイ 絶滅危惧IB類

ミルクイ 絶滅危惧Ⅱ類

カモジガイ 準絶滅危惧

ワカミルガイ 準絶滅危惧

ナガヒナミルクイ 情報不足

ユキガイ 情報不足

マルスダレガイ科 ウスハマグリ 絶滅危惧IB類

シラオガイ 絶滅危惧Ⅱ類

チョウセンハマグリ 絶滅危惧Ⅱ類

ハマグリ 絶滅危惧Ⅱ類

ガンギハマグリ 準絶滅危惧

シオヤガイ 情報不足

ケマンガイ 情報不足

アサリ 準絶滅危惧

サザメガイ 情報不足

スリガハマ 情報不足

ウロコガイ科 オウギウロコガイ 絶滅危惧IB類

ニッコウガイ科 アワジチガイ 絶滅危惧Ⅱ類

サビシラトリ 準絶滅危惧

オオモモノハナ 準絶滅危惧

モモノハナガイ 準絶滅危惧

ユウシオガイ 準絶滅危惧

ベニガイ 準絶滅危惧

ウズザクラ 情報不足
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種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

貝類 マルスダレガイ目   ニッコウガイ科 イチョウシラトリ 絶滅危惧IB類

テリザクラ 絶滅危惧Ⅱ類

サギガイ 準絶滅危惧

サクラガイ 準絶滅危惧

アオサギガイ 情報不足

フジノハナガイ科 フジノハナガイ 準絶滅危惧

キュウシュウナミノコ 準絶滅危惧

フタバシラガイ科 ソガイロシオガマ 情報不足

キヌタアゲマキ科 キヌタアゲマキ 準絶滅危惧

チドリマスオ科 チドリマスオ 情報不足

シジミ科 マシジミ 絶滅危惧IA類

ヤマトシジミ 準絶滅危惧

モノアラガイ目 ヒラマキガイ科 クルマヒラマキ 絶滅危惧Ⅱ類

ヒラマキミズマイマイ 準絶滅危惧

リュウキュウヒラマキガイモドキ 準絶滅危惧

トウガタガイ目　 イソチドリ科 イソチドリ 絶滅危惧IB類

ニオガイ目   オオノガイ科 オフクマスオ 絶滅危惧IA類

オオノガイ 準絶滅危惧

シコロクチベニ科 クチベニガイ 準絶滅危惧

ネリガイ目   オキナガイ科 オヤイヅオキナガイ 情報不足

コオキナガイ 絶滅危惧IA類

サザナミガイ科 オビクイ 準絶滅危惧

カキ目   イタボガキ科 イタボガキ 絶滅危惧IB類

ハボウキ科 タイラギ 準絶滅危惧

ハボウキ 準絶滅危惧

ツキガイ目   ツキガイ科 イセシラガイ 絶滅危惧IB類

アマオブネ目   アマオブネ科 ヒロクチカノコ 絶滅危惧Ⅱ類

ユキスズメ科 ミヤコドリ 準絶滅危惧

イガイ目   イガイ科 コケガラス 準絶滅危惧

イガイ目   イガイ科 ハンレイヒバリ 絶滅危惧IB類

ツノガイ目   ゾウゲツノガイ科 ヤカドツノガイ 準絶滅危惧

イタヤガイ目   イタヤガイ科 イタヤガイ 準絶滅危惧

スエモノガイ目   スエモノガイ科 シナヤカスエモノガイ 準絶滅危惧

マテガイ目   マテガイ科 バラフマテ 準絶滅危惧

エゾタマキビ目 ワカウラツボ科 ワカウラツボ 準絶滅危惧

甲殻類 三岐腸目   コガタウズムシ科 カブトガニウズムシ 絶滅危惧IA類

剣尾目   カブトガニ科 カブトガニ 絶滅危惧IA類

十脚目   ムツハアリアケガニ科 カワスナガニ 絶滅危惧Ⅱ類

アリアケモドキ 絶滅危惧Ⅱ類

スナガニ科 ハクセンシオマネキ 絶滅危惧Ⅱ類

オサガニ科 オサガニ 準絶滅危惧

モクズガニ科 トリウミアカイソモドキ 準絶滅危惧

ヒメアシハラガニ 絶滅危惧Ⅱ類

ハマガニ 準絶滅危惧

ミナミアシハラガニ 準絶滅危惧

マメアカイソガニ 情報不足
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種類 目 科 名前 絶滅危惧種類

甲殻類 十脚目   モクズガニ科 ウモレマメガニ 情報不足

ムツアシガニ科 ヒメムツアシガニ 絶滅危惧Ⅱ類

ヌマエビ科 ミナミヌマエビ 準絶滅危惧

ヤマトヌマエビ 情報不足

ヒメヌマエビ 情報不足

テッポウエビ科 ハシボソテッポウエビ 準絶滅危惧

クボミテッポウエビ 準絶滅危惧

ベンケイガニ科 ベンケイガニ 準絶滅危惧

無足目 イカリナマコ科 トゲイカリナマコ 情報不足

イソギンチャク目   セトモノイソギンチャク科 マキガイイソギンチャク 絶滅危惧IB類

ツバサゴカイ類 ツバサゴカイ科 ツバサゴカイ 絶滅危惧Ⅱ類

ムギワラムシ 情報不足

ゴカイ類 ゴカイ科 イトメ 準絶滅危惧

	Travisiidae科 ニッポンオフェリア 情報不足

ウミイサゴムシ科 オクダウミイサゴムシ 情報不足

ホシムシ類 スジホシムシ科 スジホシムシモドキ 準絶滅危惧

クモ類 クモ目 トタテグモ科 キノボリトタテグモ 情報不足

ザトウムシ目 カワザトウムシ科 ヒトリハザトウムシ 準絶滅危惧

マザトウムシ科 ゴホントゲザトウムシ 準絶滅危惧
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目標３ 
快適で住みやすい生活環境をつくる 

生活環境 

 

わたしたちが日々安心して健康に生活し続けるためには、生活環境をより良い状態に保つことが

欠かせません。生活環境の問題は、大気や水、騒音・振動、悪臭、あき地・あき家の管理、ペットの適

正飼育、地域美化、廃棄物（ごみ等）、不法投棄等、非常に多くの分野にわたります。そして、それぞ

れの分野で社会の変化に伴うさまざまな課題が発生しています。 

目標３では、子どもから高齢者まで、誰もが安心していつまでも健康で快適に暮らすことができる

生活環境づくりをめざします。 

 

◆目標実現のための取組 

 

（１）施策の体系 

 

 

（2）計画指標 

 

 

 

 ③廃棄物の適正処理の推進

 ②再利用(リユース)・再資源化(リサイクル)の推進

 １．地域美化の推進  ①地域美化の推進と不法投棄対策

 ①ごみの減量(リデュース)

 ②ペットの適正な飼育と管理

 ①環境汚染及び公害への対策 ２．生活環境の保全

 ②あき地・あき家の適正管理の推進

 ３．循環型社会の形成

施策 取り組み内容
現状値

2024(R6)
目標年度

2030(R12)

1 環境美化活動への参加者数 54,169 人 56,180 人

1 不法投棄防止監視ネットワーク協力団体数 24 団体 27 団体

1 市の環境パトロールごみ回収量 104 トン 101 トン

1 あき地の管理に関する苦情件数 200 件 170 件

2 野焼きに関する苦情件数 28 件 24 件

2 ペットの飼育等に関する苦情件数 66 件 56 件

3 クリーンセンターへのごみ搬入量 31,118 トン 31,134 トン

3 市民の１人１日当たりのごみの排出量 848 g 831 g

3 ごみの資源化率 24.5 % 26.0 %
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安心で快適な生活環境を実現するためには、地域美化を推進することが大切です。 

地域にごみが散乱していると、美観を損なうだけでなく、きちんと管理されていない印象を与え、さ

らなるポイ捨て・不法投棄を招く要因になりかねません。また、あき地やあき家の管理不全によって雑

草等が伸びたまま放置されている状態も、景観悪化や害虫・害獣、火災、不法投棄等の生活環境へ

の悪影響を及ぼします。 

施策１では、安心で快適な生活環境を守っていくため、地域美化の取組や不法投棄対策、あき

地・あき家の管理対策等に取り組みます。 

 

 取組① 地域美化の推進と不法投棄対策  

◎現状と課題 

他市町村で人口が減少している中、市の人口は微増を続けています。その一方で、住民の高齢

化や人口減少が進んでいる地域も少なくありません。このような地域は市街地周辺に分布して行政

区の範囲が広く、美化活動等を継続することが難しいとの声も上がっています。 

山間部や農地等への不法投棄も依然として多く発生しています。市の環境パトロールや森林パト

ロールによる巡回、啓発看板の配布・設置等の対応を実施していますが、さらなる対策が必要です。 

また、近年、観光地におけるマナーの問題も発生しています。特に多くの観光客が訪れる５地域を

対象に市が実施した「観光の影響に関する地域住民意識調査」の結果では、観光地等におけるご

みのポイ捨て等のマナー違反を迷惑と回答した住民が約60％にのぼり、観光地周辺地域の生活環

境を悪化させていることもわかっています。 

 

◎主な取組 

○春・秋の年２回、市がごみの収集や処分等の支援を行い、市全体

で美化活動に取り組む「環境美化行動月間」を設定し、地域にお

ける美化活動を推進します。 

○近隣市町と連携した地域の清掃活動として「ラブアース・クリーンア

ップ」等の市民参加イベントを開催し、地域の美化や自然環境保

全の意識向上を図ります。 

○美化活動を行う団体や個人へ散乱ごみ指定袋の配布・回収により活動を支援します。 

○市広報や市公式WEBサイト、SNS等を利用して地域美化の必要性やマナー向上を啓発します。 

○観光客向けに市公式WEBサイトやSNS等を活用してマナーアップの啓発を行うほか、観光地に多

言語やイラストによる掲示を行い、マナーアップの啓発を行います。 

○不法投棄監視ネットワーク（市内巡回監視協力事業所）の参加事業所の拡大や啓発看板の配布・

設置、警察や福岡県との連携による不法投棄対策を強化します。 

○市の環境パトロールや森林パトロールによる山間地域の監視体制を強化します。 

○不法投棄の通報があった際は、不法投棄があった土地等の所有者(管理者)に連絡し、不法投棄

防止の対応を依頼します。 

施策１ 地域美化の推進 

海岸清掃の様子 
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 取組② あき地・あき家の適正管理の推進  

◎現状と課題 

近年、雑草等が伸びたまま放置されているあき地・あき家に関する苦情・相談が増えています。あ

き地やあき家が管理不全のまま放置された場合、景観の悪化だけでなく、害虫・害獣被害、アレルギ

ー等の健康被害、火災、不法投棄の誘因、視野妨害による交通事故の誘発等、近隣住民にさまざ

まな悪影響を及ぼします。 

市では、このようなあき地等の管理不全に起因する苦情や相談に対し、その土地等の所有者へ適

正管理を行うよう指導していますが、改善されない場合も少なくありません。また、土地等の所有者が

亡くなっている場合の相続登記未完了や相続放棄等による「所有者不明土地」が全国で問題化して

おり、市内でも所有者の特定や連絡先の把握等が困難な事例が増えると考えられます。あき地・あき

家の適正管理を推進するため、次の取組を行います。 

 

◎主な取組 

○「土地基本法」や「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」は、土地の所有者に対し、所有する土

地を適正に管理し清潔に保つ義務を課しています。「たかが雑草」と軽視しないよう、その影響の

大きさや法的義務について周知を徹底するとともに、状況に応じて「糸島市あき地等の管理及び

環境保全に関する条例」に基づく助言や指導、勧告等を行います。 

○「あき家等対策の推進に関する特別措置法」や「糸島市あき家等の適正管理に関する条例」に基

づき、あき家の所有者に対する助言や指導、勧告等を行いながら、あき家の適正管理を促します。 

○「所有者不明土地」の対策について国の動向を注視しながら対応を調査・研究し、活用します。 

○2021(令和３)年民法改正により、隣地から越境した竹木の枝の対応等が変わっており、当事者間

で話し合うことで解決できる場合も増えると考えられます。このような制度の内容をわかりやすく市

民に周知します。 

 

【あき地の荒廃は、景観だけの問題ではない】 
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わたしたちの生活環境は、大気や水、騒音、振動、におい等の要素と密接な関わりがあります。こ

れらの問題も、かつては工場や事業活動によるものが中心でしたが、現在では交通や事業活動、生

活に起因する都市型・生活型公害へと移行し、より身近な問題に変化しています。そのため、人の健

康や生活環境を損なう問題に発展するリスクが高まっています。 

また、ペットの飼育に関する問題も生活環境に影響を及ぼしています。犬の鳴き声で夜眠れない、

犬の糞尿の放置、猫の糞尿被害、動物の遺棄や虐待、多頭飼育崩壊等の問題が発生しています。

施策２では、これらの問題への対応に取り組みます。 

 

 取組① 環境汚染及び公害への対策  

◎現状と課題 

わたしたちの生活環境を維持するためには、典型７公害（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、

振動、地盤沈下及び悪臭）への対策が必要です。市が法令に基づき担っている「騒音・振動・悪臭」

については、生活騒音や事業活動を原因とする苦情が発生しています。 

また、微小粒子状物質(PM2.5)や光化学オキシダント等に代表される大気汚染については福岡県

が監視しているものの、万が一注意喚起を要する高値を記録した場合には、市民の健康被害を防止

するため、市がすみやかに情報を発信できるよう備えておく必要があります。 

その他の相談として、野焼き(廃棄物の野外焼却)の問題も生じています。野焼きは原則として「廃

棄物の処理及び清掃に関する法律」による禁止行為です。近隣住民にとっては煙やにおい、火災が

発生するリスク等、生活環境を損なう行為です。全国では、野焼きが原因だったと考えられる大規模

火災等が発生しています。指導や啓発、警察や消防との連携により対応する必要があります。 

法令等の対象外である生活環境の問題は、原因者及び相談者による話し合い等で解決に導ける

よう、市で適切な助言等を行うことが求められています。 

 

◎主な取組 

○光化学オキシダント注意報や微小粒子状物質(PM2.5)の注意喚起が出されたときは、市民の健康

被害を防ぐため、市公共施設所管課への連絡、防災行政無線や防災メール、ＳＮＳ等により市民

への周知を迅速に行います。 

○騒音規制法及び振動規制法に基づく「特定施設設置届出」または「特定建設作業実施届出」の

提出や規制値の遵守について、事業者へ周知・啓発を行います。 

○騒音規制法に基づく自動車騒音の監視を実施します。 

○騒音や振動、悪臭に対する苦情について、関係法令に基づく対応のほか、法令の対象外となる

場合も、可能な範囲で適切な助言を行います。 

○水質の変動を監視するため、市内の河川やため池等の水質調査を継続して行います。 

○河川や水路、道路等への油流出事故が発生した際は、市関係課や福岡県と連携し、流出範囲の

拡大を防ぎます。 

○農業に起因する悪臭について、関係機関と連携し、必要な対策を行うよう指導・啓発します。 

施策２ 生活環境の保全 
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○野焼きが「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で禁じられていることを広く周知するとともに、発

生時には指導を行います。必要に応じて警察や消防と連携して対応します。 

○日常生活に起因する苦情については、周辺の生活環境への配慮、マナーアップや思いやりに関

する啓発を行います。 

○市の相談対応でも解決できない場合を考慮し、市公式WEBサイトや市広報を活用し、公害紛争

処理制度の活用を紹介します。 

 

【野焼きは厳禁】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公害紛争処理の流れ(出典：総務省WEBサイト)】 

 

 

 

 

 

 

 

＜廃棄物の処理及び清掃に関する法律＞ 

◆ごみの野焼きは、ダイオキシン類等の物質を発生させる原因となる。 

◆野外等での廃棄物の焼却、ドラム缶での焼却は、法により禁止。 

☆例外で認められるもの（においや煙等について周辺への配慮は必要） 

どんと焼き等(風俗慣習上または宗教上の行事)、稲わら焼き等の農・

漁・林業のための焼却等、たき火、キャンプファイヤー等 
５年以下の拘禁刑もしくは

1,000 万円以下の罰金 
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 取組② ペットの適正な飼育と管理  

◎現状と課題 

近年、ペットの飼育に関する苦情や問題が増加し、その内容も多様化しています。近所の犬が夜

中まで鳴き続けて眠れない、散歩中に犬が糞をしても放置する、飼い主のいない猫や外飼いの猫が

小屋等に住み着いたり庭に排泄したりする、不妊去勢手術を行っていないため猫の数が増えている

等の苦情や相談が増えています。 

また、代表的な人獣共通感染症である狂犬病は、一旦感染して発症すると命を落としてしまう非常

に危険なものであるため、予防注射の接種を徹底するよう、飼い主に啓発を続ける必要があります。 

人と動物が共生する社会を実現するためには、ペットの適正飼育や管理方法等の周知徹底、狂

犬病予防対策、動物の遺棄・虐待の防止に努める必要があります。 

 

◎主な取組 

○ペットの適正飼育や終生飼育について、市広報や市公式WEBサイト、SNS等による啓発を行うとと

もに、具体的に問題が発生している場合には福岡県糸島保健福祉事務所と連携し、訪問指導を

行います。 

○福岡県糸島保健福祉事務所、福岡県小動物獣医師会糸島支部及び市で組織する「福岡県動物

愛護推進協議会糸島支部」と連携し、ペットの飼育に関する学習会や啓発活動を実施し、ペット

の適正な飼育と管理の徹底を呼びかけます。 

○動物の遺棄を防ぐため、福岡県糸島保健福祉事務所やボランティア団体と連携して、市広報や市

公式WEBサイト、SNS等による啓発や看板の配布・設置、環境パトロールによる情報収集・監視を

行います。 

○飼い主のいない猫が引き起こすさまざまな問題を解決するため、飼い主のいない猫の不妊去勢手

術支援等の対策を講じます。 

○狂犬病予防法に基づく狂犬病予防接種の遺漏を防ぐため、市民に呼び掛けを継続し、接種率の

向上をめざします。 

○人と動物の共通感染症予防として、ペットとの過剰な接触は避ける、予防接種を徹底する、野生

生物に触れない等、市広報等による情報提供や啓発活動を行います。 

○福岡県が全国に先駆けて掲げている「ワンヘルス（One Health）」は、人の健康、動物の健康、環

境の健全性を一つと捉え、わたしたちが健康で快適に暮らしていくため一体的に取り組んでいく

新しい考え方です。福岡県と連携して啓発を進めます。 

 

～飼い主の方やこれからペットを飼う方に守ってほしい５か条～ 

１．動物の習性等を正しく理解し、最後まで責任をもって飼いましょう 

２．人に危害を加えたり、近隣に迷惑をかけたりすることのないようにしましょう 

３．むやみに繁殖させないようにしましょう 

４．動物による感染症の知識を持ちましょう 

５．盗難や迷子を防ぐため、所有者を明らかにしましょう 

出典：環境省WEBサイト 
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わたしたちが日々安心して健康に生活し続けるためには、環境にやさしい生活を送ることが必要

です。その実現のため、限りある資源を有効活用し、環境負荷が小さいまちをめざして、ごみの減量

や再利用、資源化に取り組むことが求められます。 

市では、「３Ｒ(リデュース：減らす／リユース：再利用する／リサイクル：再資源化する)」の取組をさ

らに進め、循環型社会の形成をめざします。 

 

【循環型社会】 

国は、①廃棄物等の発生を抑える、②資源の循

環的な利用、③適正な処分を行うことによって「天然

資源の消費量を減らし、環境負荷を少なくした社

会」を循環型社会と定義しています。 

その実現のため、循環型社会形成推進法を定め

て取り組んでいます。 

 

 

 

◎３Ｒとは 

資源の消費、ごみの発生をもとから減らす 

 

 繰り返し使うことでごみを減らす 

 

【Reduce（リデュース）】 

ものをつくる時に使う資源の量や廃棄物の発生を

減らすことで、廃棄するもの自体を減らす行動 

 【Reuse（リユース）】 

使用した製品やその部品等を廃棄せず繰り返し

使うことで、廃棄するものを減らす行動 

   
 資源として再び利用することでごみを減らす 

 

 

 【Recycle（リサイクル）】 

廃棄物や不用品を、原材料やエネルギー源とし

て有効に利用する行動 

 

出典：環境省WEBサイト「エコジン」をもとに作成 

施策３ 循環型社会の形成 
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 取組① ごみの減量(リデュース)  

◎現状と課題 

全国的に人口が減少している一方で市の人口は微増が続いていますが、ごみの総量は減少傾向

にあります。ただし、2024(令和６)年度の市内の１人１日あたりのごみ総排出量は848ｇ/人・日で、

2023(令和５)年度の全国平均データ（851g/人・日）と同水準であるため、さらなる減量が必要です。 

家庭ごみを減らしていくためには、可燃ごみの約４割を占める生ごみの減量が欠かせません。生

ごみは水分を多く含むため、生ごみの減量によりごみ処理用燃料の削減にもつながることから、取組

を進める必要があります。 

また、ごみに多く含まれるプラスチック類は、海洋プラスチックごみ問題や地球温暖化の原因とな

る等、国内におけるプラスチック資源の循環を促進する重要性が高まっています。2022(令和４)年４

月に施行された「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下、「プラスチック新法」と

いいます。）」により、市区町村は容器包装リサイクル法の対象外のプラスチックごみについても、分

別収集や収集物の再商品化に必要な措置を講ずるよう努めなければならないとされ、対応が求めら

れています。これらの状況から、3Ｒの推進によるごみ減量をさらに進める必要があります。 

 

 

 

◎主な取組 

○糸島市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例や一般廃棄物処理基本計画に基づき、ごみの

減量に取り組みます。 

○プラスチック新法の施行に伴い、次期ごみ処理施設の整備計画と合わせたプラスチックごみの分

別収集を検討します。 

○出前講座や各種イベント、市広報・ＳＮＳ等を活用し、ごみ減量（Reduce）に関する啓発を行います。 

○マイバッグ・マイボトル・マイカトラリー（はし、フォーク等）の持参によるごみの削減、買い過ぎない・

作り過ぎない・手前どりによる食品ロスの削減等、日常生活で取り組める行動を広めます。 

○生ごみの減量を図るため、段ボールコンポストや機械式生ごみ処理機の導入を支援します。また、

スーパーマーケットやコンビニエンスストア、飲食店等から排出される食品残渣の処理方法等につ

いて調査・研究します。 

○市内事業所との連携による、ごみの減量・資源化に向けた啓発を行います。 

○市の手続のペーパーレス化を進め、市民や事業者に紙ごみ削減の意識を広めます。 
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 取組② 再利用（リユース）・再資源化（リサイクル）の推進  

◎現状と課題 

市では、民間事業者との連携による不用品のリユース推奨やごみ処理施設での資源化処理、市

内の団体が行う集団回収、行政区等による有価資源回収倉庫の設置補助等により、「再利用（リユ

ース）」、「再資源化（リサイクル）」を推進していますが、より一層の取組の強化が必要です。 

2024(令和６)年度における市の再資源化率は24.5％で、さらに再資源化率を向上する必要があり

ます。また、容器包装リサイクル法の対象外のプラスチックごみについても、プラスチック新法の施行

により分別収集や収集物の再商品化に必要な措置を講じることが求められています。 

 

◎主な取組 

○行政区等に有価資源物回収倉庫の設置補助を行うことで、地域の集団回収を推進します。 

○古紙（新聞、雑誌、段ボール等）の再資源化推進のため、地域の回収活動団体を支援します。 

○牛乳パックや白色トレーの回収ボックスを公共施設等に設置し、再資源化を推進します。 

○ごみの減量を進めるため、民間事業者との連携によって、不用品再利用や食用油の回収促進等

を行います。 

○ごみ処理施設見学やごみ減量に関する出前講座により、再利用や再資源化に関する啓発を行い

ます。 

○ごみ処理施設に併設している「リサイクルプラザ」で、リサイクル家具の抽選会を継続して実施し、

家具の再利用を促します。 

○ごみ処理施設の溶融炉から排出される溶融スラグの再資源化を推進します。 

○市内の牡蠣小屋から排出される牡蠣殻を、ごみ処理施設の溶融炉の塩基度調整剤として利用し、

地域における資源循環を行います。 

○小売店が実施する店頭での資源回収を促進するほか、簡易包装やレジ袋削減等の取組につい

て情報提供や啓発を行います。 

○プラスチック新法の施行に伴い、次期ごみ処理施設の整備計画と合わせたプラスチックごみの分

別収集や収集物の再商品化を検討します。 

  

◆Ｒｅｆｕｓｅ（リフューズ） ～ごみになる物を発生源から断つ～ 

最近、３Ｒに加えて４つ目のＲとして『Ｒefuse（リフューズ）』という言葉が広まっています。 

○不要なチラシ等は受け取らず、ごみの原因となる物を家に持ち込まない。 

○マイバックを持参し、レジ袋を断る。マイボトル、マイカトラリー（はし、 

フォーク等）を使い、使い捨ての物をもらわない。 

○必要のない包装、ＤＭ等をもらわない。 

 

リデュースと重なるものですが、ごみ削減のため重要な意思表示です。 
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 取組③ 廃棄物の適正処理の推進  

◎現状と課題 

一般家庭のごみは、現在、３種類（燃えるごみ、リサイクルごみ、その他の燃えないごみ）に分別し、

地域に設置されたごみステーションから収集しています。今後もこの方法を継続していきますが、さら

なる３Ｒの推進に向けた分別や収集等のあり方について、検討が必要です。 

また、近年、ごみ処理施設への搬入条件に合わないごみ出しが発生しているほか、リチウムイオン

電池やスプレー缶が原因のごみ収集車の火災事故等も発生しており、ごみ出しルールの周知を強

化しなければなりません。あわせて、ポイ捨てを含む不法投棄や違法焼却等への対応の強化も求め

られています。 

循環型社会の実現を支える「３Ｒ」をより一層推進していくためには、ルールに沿ったごみ出しを遵

守してもらうよう、啓発する必要があります。 

 

◎主な取組 

○福岡県や学術機関、ごみ収集業者等と協働して、ごみ収集や資源化の調査・研究を進めます。 

○ごみ処理施設で処理するリサイクルごみやその他のもえないごみの減量及び資源化率を高めるた

め、市民や事業者へ啓発します。 

○３Ｒをより一層推進するため、ごみの分別方法に関する啓発を徹底します。 

○不要になったリチウムイオン電池やスマートフォン、携帯電話、インクカートリッジ、水銀体温計等、

指定ごみ袋で回収できないごみについて、市役所窓口で回収します。 

 

 

市が発行している 

「家庭ごみの正しい出し方」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭ごみの品名別の出し方を市公式WEBサイトで公開しています。  
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目標４ 
協働で環境づくりに取り組む 

協働の環境保全 

 

ここまで３つの目標を掲げたように、地球温暖化対策や生物多様性の保全、安心で快適な生活環

境づくり、循環型社会の形成等、わたしたちを取り巻く環境の課題は年々増加しています。 

これらを一つひとつ解決し、糸島の豊かな自然を次代に引き継いでいくためには、市民や環境サ

ポーター、事業者、行政がともに支え合い、連携した取組を行う必要があります。 

目標４では、これらの主体が連携を深めて取組を進めることをテーマに「協働で環境づくりに取り

組む」としてまとめます。 

◆各主体の役割（P7から再掲） 

主 体 主  な  役  割 

市民 

○日常生活と環境問題が密接に関係していることを認識し、環境への影響を考えながら、

地球にやさしい生活を実践する。 

○市民同士の連携や他団体等との協働により、環境の保全等に取り組む。 

○自主的、積極的に環境の保全等に参加、協力する。 

○環境を守るためのさまざまな取組に対して、意見や提言を行う。 

環境 

サポーター 

○市全域を対象に取り組む環境サポーターは、自主的かつ積極的な環境の保全等を進

めるため、市民や事業者をつなぐ活動に取り組むとともに、取組内容の情報発信を行

い、市民や事業者の環境意識向上に努める。 

○専門的な知識を有する環境サポーターは、知識を生かした調査研究を行う。また、活動

に基づいて環境施策への提言を行う。 

○団体の活動趣旨に基づき、自主的かつ積極的に環境の保全等に参加、協力する。 

事業者 

○地球にやさしい商品やサービスの提供、製品の研究開発を心がける。 

○環境に配慮した事業の取組を行い、環境と経済の好循環に貢献する。 

○地域社会の一員として、自主的かつ積極的に環境の保全等に参加、協力する。 

市 

○めざす環境の姿を実現するために、基本となる施策を着実に実施する。 

○市民・事業者・環境サポーターによる自主的かつ協働による取組を積極的に支援する。

特に、地域づくり活動や学校での取組を支援する。 

○環境の保全等のため、積極的に情報を提供する。 

○消費者、事業者の立場から、環境の保全等に関する取組を率先して実行する。 

 

◆目標実現のための取組 

 

（１）施策の体系 

 

 １．環境意識の向上  ①環境情報の提供と共有

 ②環境学習及び環境教育の実施

 ２．協働の仕組みづくり  ①環境保全活動への参加促進

 ②環境サポーターの育成・支援
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（2）計画指標 

 

 

 

 取組① 環境情報の提供と共有  

◎現状と課題 

行政や市民、事業者等の各主体の環境意識を向上させるためには、現在の自然環境や生活環

境等にどのような課題が生じ、どのような事象が引き起こされているのか、情報を共有することが第一

歩となります。そのことにより、各主体の環境意識に基づく具体的な「環境配慮行動」につなげていく

ことが求められます。 

市では、市広報や市公式WEBサイト、SNS等を活用して、定期的に環境に関する情報を発信して

いますが、よりわかりやすく内容を整理し、かつ具体的に日常生活や事業活動で取り組める環境配

慮行動等についても発信する必要があります。 

 

◎主な取組 

○多様な環境分野のテーマについて、それぞれが抱える課題や現状を整理して市広報や市公式

WEBサイト、SNS等で発信して啓発するとともに、日常生活や事業活動の中で市民や事業者が取

り組める具体的な環境配慮行動を促す取組を行います。 

○福岡県や福岡都市圏の市町等と連携し、環境関連の市民参加事業の実施や参加の促進により、

具体的な行動変容のきっかけづくりを行います。 

○事業者やボランティア団体等が実施している環境への取組事例を市が収集し、他の事業者やボラ

ンティア団体、市民に広めるため、市広報や市公式WEBサイト、SNS等で紹介します。 

○市と連携協定を締結している学術機関と環境関連の現状、分析、対策等の調査・研究を行います。 

 

◆環境配慮行動とは 

さまざまな環境を取り巻く問題に対し、日々の生活や活動の中で、環境への影響等を考慮した

行動を行うことをいい、省エネ、グリーン購入、エコドライブ、公共交通機関の利用、3R、緑化・自

然保護等、さまざまなものが挙げられます。 

また、企業活動においても、近年、Environmental（環境）、Social（社会）、Governance（ガバナン

ス/企業統治）の三つの頭文字を組み合わせた「ESG」に配慮した経営が求められるように変化し

ています。 

施策 取り組み内容
現状値

2024(R6)
目標年度

2030(R12)

1 市出前講座(環境関連)、PRイベントの開催回数 21 回 26 回

1 市民向け啓発活動（講座、セミナー ）への参加者数(累計) 29 人 150 人

1 環境関連記事の市WEBサイト閲覧回数(補助金、手続等を除く） 10,194 回 12,750 回

2 環境ボランティアネットワーク加入団体数 17 団体 22 団体

2 環境ボランティア対象研修会・意見交換会等の開催 年1回以上 年1回以上

施策１ 環境意識の向上 
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 取組② 環境学習及び環境教育の実施  

◎現状と課題 

市民や事業者等の各主体が環境に関する課題や事象に対する理解を深めたうえで、学びや実践

につなげていくためには、環境情報の発信だけでなく環境について学ぶ機会を提供していくことが

効果的です。 

また、将来を担う子どもたちが自ら考え、環境に対する意識を向上させるためにも、学校での環境

教育の取組が必要です。 

 

◎主な取組 

○自然観察会や福岡県等が主催する環境教育への参加を促し、環境意識の向上を図ります。 

○環境に関する市出前講座の見直しを随時行い、新たな課題も積極的に取り上げます。 

○学校や校区等における環境学習の場として、市出前講座の活用を働きかけます。 

○環境関連施設の見学、関係機関や学術機関との連携による研修会や学習会の実施、学校の総

合学習等における市との連携等、世代を問わずに環境に関する学びの場を提供します。 

○イベント会場等において気軽に学べるブースを設置する等の啓発活動を行います。 

○市民・事業者に対して環境に関する学習機会を提供できる環境サポーターの紹介を行う等、学校

や地域における環境教育・学習の充実に努めます。 

 

 

 取組① 環境保全活動への参加促進  

◎現状と課題 

環境保全活動にはさまざまな取組がありますが、例えば地域美

化活動においては、地域のおける環境美化活動やラブアース・ク

リーンアップ等が実施されています。しかし、参加者や参加団体

の幅を広げられるよう働きかける必要があります。また、自然環境

や地球温暖化、動物愛護等の活動の場合は、担い手に知識や経験が求められることもあり、その継

承も課題となっています。 

環境保全活動をさまざまな分野で進めていくためには、市民や事業者、ボランティアや行政区等

の団体、学校等の多様な主体が、活動に参画しやすい仕組みを整備することが求められています。 

 

◎主な取組 

○地域における環境保全活動を支援し、地域住民の生きがいづくりや健康づくり、地域コミュニケー

ションの場づくりにつなげるとともに、環境意識の向上を図ります。 

○環境保全活動を実施する団体等に市の環境ボランティアネットワークへの参加を促すとともに、加

盟団体の活動を支援するための物的な支援を行います。 

○市広報や市公式WEBサイトにおいて、ボランティア団体の活動成果の紹介等を行い、活動の輪が

広がるようサポートします。 

施策２ 協働の仕組みづくり 
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 取組② 環境サポーターの育成・支援  

◎現状と課題 

地域における環境保全活動を定着させるためには、活動の中心となる人材が必要です。そのため、

環境サポーターの育成・支援をはじめ、人材や団体を広く紹介する仕組みが求められます。 

市内には、糸島の豊かな自然の中で農業や漁業、林業等の営みを続けてきた豊富な経験や知識

を持つ市民や、市内に生息する動植物等に精通した市民がいると考えられますが、これらの人材を

発掘し、協力を得て、その力を生かしていくことが効果的です。また、その経験や知識を次世代につ

ないでいくことも必要です。 

 

◎主な取組 

○環境の保全等の取組を先頭に立って活動する環境サポーターの育成・支援を図ります。 

○環境サポーター等が集える場をつくるため、糸島市ＮＰＯ・ボランティアセンター（こらぼ糸島）等と

の連携を図ります。 

○糸島市ボランティア派遣事業事務局や糸島市ＮＰＯ・ボランティアセンター（こらぼ糸島）の制度を

周知することで環境ボランティア活動に関心を持つ人に登録を促し、ボランティア派遣事業等を通

して活躍の場を広げます。 

○環境ボランティアを対象に、研修会や意見交換会を市が主催し、ボランティア間の交流と連携を

深めます。 

 

【糸島市環境ボランティアネットワーク】 

◆活動内容 

環境ボランティア活動に関する情報交換、情報発信、環境イベント等での相互協力 

◆参加団体数 

17団体（令和7年11月末現在） 

◆市による活動支援 

環境ボランティアネットワーク加入団体で、次の条件を満たす団体に活動用物資を支給。 

◆条件 

市内で継続して活動し、構成人数が概ね10名以上、次の環境保全活動を主な目的とするボラン

ティア団体で、福岡県等から補助を受けていない場合 

（1）環境美化に関する活動（道路、河川等の清掃、花いっぱい運動等） 

（2）自然環境保全に関する活動（自然環境、松林再生、森林・海岸保全等） 

 

◀環境ボランティア研修会の様子 

毎年、さまざまなテーマで研修会や意見・情報

交換会等を実施しています。 
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１．推進体制 

 

（１）糸島市環境審議会 

糸島市環境基本条例第９条の規定により設置する糸島市環境審議会において、本計画の進捗状

況を、目標ごとの計画指標の達成状況をもとに評価するとともに、改善等に関する提言を行います。 

また、計画期間中であっても、社会情勢の変化等、計画の見直しが必要な場合には、計画改定の

審議を行います。 

(２）協働による推進体制 

本計画の推進を継続的に取り組むため、市民や事業者、環境サポーター、学術機関、関係機関

等と情報交換や連携・協働しながら、具体的な実践を進めます。 

(３）庁内推進体制 

本計画に掲げた施策を計画的に進めるため、環境担当部課だけでなく関係部課と連携・協力して、

施策の調整や進行管理を行い、全市的な取組を進めます。 

 

■計画推進体制 
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２．進行管理 

 

計画の推進にあたっては、Plan(計画)、Do(実施)、Check(点検・評価)、Action(改善・見直し)という

「ＰＤＣＡサイクル」に基づく一連の管理システムを構築し、継続的な改善を図りながら進めます。 

 

■進行管理のながれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実  施 

計  画 

 

点検・評価 

環境基本計画の見直し（5 年） 

目標別主な事業の点検、評価（1 年） 

➣市 

・計画、指標などの修正、追加 

・施策の方向性の修正、追加 

➣市民・事業者・環境サポーター 

・自主的な取り組みの方向性や目標などの設定 

・自主的な取り組みの立案、計画化 

➣市 
・計画に基づく施策、事業の実施 

・協働による施策、事業の実施 

・施策、事業の実施内容の公表と周知 

➣市民・事業者・環境サポーター 
・計画に基づく施策、事業の実施への協力 

・協働による施策事業の実施 

・計画に基づく取り組みの自主的な実施 

 
改善・見直し 

 
➣市 

・計画、指標などの見直し 

・重点目標内容の見直し 

・事業内容の改善、見直し 

・新規事業の検討 

・市民などの意見、提案の検討と反映 

➣市民・事業者・環境サポーター 
・自主的な取り組みの改善、見直し 

・市の改善策等に対する検討、提言 

➣市 
・計画、指標の達成状況の把握、公表 

・施策、事業の実施状況の把握、公表 

・市民などの取り組み状況の把握、情報提供 

・環境の状況と課題の把握 

➣市民・事業者・環境サポーター 

・計画、指標の達成状況の確認 

・施策、事業の実施状況の確認 

・環境の状況確認 

➣環境審議会 

・計画、指標の達成状況の点検、評価 

・施策、事業の実施状況の点検、評価 

 Plan Action 

Do Check 
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◆糸島市環境審議会委員名簿 

（五十音順、敬称略） 

番号 氏 名 所 属 等 備 考 

1 植山 憲一 公募委員  

2 加茂 周二 糸島市行政区長会  

3 久場 隆広 九州大学大学院工学研究院 会長 

4 坂本 朱美 糸島市商工会 副会長 

5 髙田 和男 深江の自然と環境を守る会  

6 田口 靖三 福岡県筑紫保健福祉環境事務所  

7 仲西 利弘 糸島漁業協同組合  

8 平井 かおり 公募委員  

9 松藤 公元 福岡県広域森林組合  

10 宮澤 篤 福岡県地球温暖化防止活動推進員  

11 山口 海南男 ごみゼロ青春探検隊いとしま  

12 吉岡 愛一郎 糸島市行政区長会  

13 吉田 浩太郎 糸島農業協同組合  

任期：令和７年７月２８日 ～ 令和９年７月２７日 
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◆糸島市環境審議会の開催経緯 

 

回 開催日 審議会 協議事項等 

1 令和 7 年 7 月 28 日 第１回審議会 

○会長・副会長の選任 

○第２次糸島市環境基本計画のＲ６年度計

画指標事業成果の評価 

2 令和 7 年 8 月 26 日 第２回審議会 
○第２次糸島市環境基本計画後期計画(案)

の諮問・審議（第１～３章、第４章目標１） 

3 令和 7 年 10 月 30 日 第３回審議会 
○第２次糸島市環境基本計画後期計画(案)

の審議（第４章目標１、２） 

4 令和 7 年 12 月 17 日 第４回審議会 
○第２次糸島市環境基本計画後期計画(案)

の審議（第４章目標 3、4、第５章） 

5 令和 8 年 2 月 4 日 第５回審議会 
○第２次糸島市環境基本計画後期計画(案)

の審議（全体） 

6 令和 8 年 2 月  日 答 申 
○第２次糸島市環境基本計画後期計画(案)

の答申 

 

 

◆パブリックコメント実施結果 

 

項目 内          容 

実施期間 令和 7年１２月 24日から令和 8年 1月 22日まで（30日間） 

周知方法 糸島市公式WEBサイトによる周知 

実施方法 

・糸島市公式WEBサイトへの計画案、意見用紙等の掲載 

・市役所１階情報公開コーナー及び市役所３階環境政策課窓口への 

計画案の配架、計画案及び意見用紙の配布 

※意見は市役所１階情報公開コーナー設置の意見投函箱、窓口持参、 

郵送、ファクシミリ、Ｅメールで受付。 

提出意見 なし 
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第２次糸島市環境基本計画後期計画 

令和８年３月 

糸島市 生活環境部 環境政策課 

〒819-1192 福岡県糸島市前原西一丁目 1 番 1号 

電話:092-332-2068(直通) Ｅメール:kankyo@city.itoshima.lg.jp 


